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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 16,830 24,746 23,123 16,732 27,059

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△5,481 1,468 835 △6,557 525

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
△4,899 662 453 △8,765 482

純資産額（百万円） 31,030 31,897 33,428 23,962 53,547

総資産額（百万円） 73,969 64,763 68,961 61,702 90,256

１株当たり純資産額（円） 157.83 162.33 170.28 122.25 223.83

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△）

（円）

△24.91 3.37 2.31 △44.68 2.41

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ 3.32 2.31 － 2.40

自己資本比率（％） 42.0 49.3 48.5 38.8 59.3

自己資本利益率（％） － 2.1 1.4 － 0.9

株価収益率（倍） － 125.8 467.5 － 361.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
4,973 4,561 △5,981 593 320

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△5,611 1,231 △1,471 △1,725 △784

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△8,501 △8,893 2,293 633 29,159

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
16,937 13,662 8,616 8,116 36,580

従業員数（名） 911 958 1,009 1,025 1,047

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第105期及び第108期の潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上さ

れたため記載しておりません。

３．第106期は、シェリング・プラウ社（※）から契約一時金収入（86億92百万円）等があったため売上高及び

各利益は大幅に増加しております。そのため、関連する各経営指標は大幅に変動しております。

（※）本書におけるシェリング・プラウ社（米国）は契約会社２社（シェリング社（米国）、シェリング・プラウ

・リミテッド（スイス））の親会社であり、実質的な当事者であります。

４．第108期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第108期は、技術料収入の次期以降へのずれにより売上高が大幅に減少し、新薬の研究開発費が大幅に増加し

たことなどから経常損失及び当期純損失が大幅に増加しております。これにより、関連する各経営指標は大

幅に変動しております。
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６．第109期において、当社は富士フイルムホールディングス㈱及び大正製薬㈱引受による第三者割当増資を

行ったことにより、資本金15,000百万円、資本剰余金15,000百万円及び発行済株式総数43,925,000株が各々増

加し、関連する各経営指標は大幅に変動しております。

(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 14,375 22,794 21,032 14,735 23,838

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△5,247 1,199 1,021 △6,291 200

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
△4,772 404 646 △8,494 165

資本金（百万円） 22,397 22,400 22,400 22,400 37,400

発行済株式総数（株） 197,147,537 197,160,461 197,160,461 197,160,461 241,085,461

純資産額（百万円） 31,241 31,845 33,570 24,374 53,641

総資産額（百万円） 73,258 64,203 68,554 61,058 89,606

１株当たり純資産額（円） 158.89 162.07 171.00 124.35 224.22

１株当たり配当額

（１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）

（円）

△24.26 2.06 3.29 △43.30 0.82

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － 3.29 － 0.82

自己資本比率（％） 42.6 49.6 49.0 39.9 59.9

自己資本利益率（％） － 1.3 1.9 － 0.3

株価収益率（倍） － 205.8 328.3 － 1,061.0

配当性向（％） － － － － －

従業員数（名） 685 711 715 724 762

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第105期及び第108期の潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上さ

れたため記載しておりません。なお、第106期の潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第106期は、シェリング・プラウ社から契約一時金収入（86億92百万円）等があったため売上高及び各利益

は大幅に増加しております。そのため、関連する各経営指標は大幅に変動しております。

４．第108期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第108期は、技術料収入の次期以降へのずれにより売上高が大幅に減少し、新薬の研究開発費が大幅に増加し

たことなどから経常損失及び当期純損失が大幅に増加しております。これにより、関連する各経営指標は大

幅に変動しております。

６．第109期において、富士フイルムホールディングス㈱及び大正製薬㈱引受による第三者割当増資を行ったこ

とにより、資本金15,000百万円、資本準備金15,000百万円及び発行済株式総数43,925,000株が各々増加し、関連

する各経営指標は大幅に変動しております。
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２【沿革】

昭和５年11月 富山化学研究所を創立。青化ソーダ、黄血塩等の製造並びに各種化学薬品の製造研究にあたる。

昭和11年11月 富山化学工業株式会社を設立。富山化学研究所の事業を継承する。

昭和13年３月 日本薬局方医薬及び新薬等医薬品の製造を開始する。

昭和15年10月 東京出張所を開設。

昭和17年２月 大阪出張所を開設。

昭和24年１月 富山営業所を開設。

昭和28年６月 名古屋営業所を開設。

昭和36年２月 本社を富山市から東京都中央区に移転。

昭和36年10月 東京・大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和41年１月 福岡営業所を開設。

昭和41年５月 太陽産業株式会社株式取得。（現・連結子会社）

昭和45年12月 綜合研究所竣工。

昭和46年８月 注射工場竣工。

昭和47年４月 東京・大阪証券取引所市場第二部より第一部へ指定替え。

昭和47年６月 製剤工場第一期竣工。

昭和50年８月 製剤工場第二期竣工。

昭和51年11月 富山工営株式会社設立。（現・連結子会社）

昭和53年２月 本社を東京都中央区から新宿区に移転。

昭和54年９月 株式会社ホワイトピーアール株式取得。（現・連結子会社）

昭和55年６月 第二注射工場竣工。

昭和59年７月 富山第二工場開設。

平成７年３月 株式会社トミックス設立。（現・連結子会社）

平成９年10月 TOYAMA USA INC.設立。（現・非連結子会社）

平成10年３月 北陸メディカルサービス株式会社設立。（現・連結子会社）

平成10年９月 新製剤工場及び物流棟竣工。

平成10年10月 TOYAMA EUROPE LTD.設立。（現・非連結子会社）

平成14年９月 第三者割当増資を行い、大正製薬株式会社が当社発行済株式総数の21％を取得。（現・その他の

関係会社）

平成14年10月 大正製薬株式会社との共同出資による販売会社大正富山医薬品株式会社を設立。（現・持分法

適用関連会社）

平成18年11月 第六研究所竣工。

平成20年２月 第三者割当増資を行い、富士フイルムホールディングス株式会社（現・親会社）と大正製薬株

式会社がそれぞれ当社新株式の28,990千株と14,935千株を取得。

平成20年３月 富士フイルムホールディングス株式会社が当社株式等に対する公開買付を行い、当社発行済株

式総数の67％を取得。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社と子会社７社、関連会社１社及びその他の関係会社１社の計10社で構成されております。なお、

当社グループは当社の親会社である富士フイルムホールディングス株式会社を中心とする企業グループに属しており、

富士フイルムホールディングス株式会社とは当社の経営全般に係る資本・業務提携をしております。当社グループが営

んでいる主な事業内容と、グループ各社の当該事業に係る位置づけの概要は次のとおりであります。

医薬品事業：

 （国内） <関連会社>

 大正富山医薬品㈱……当社が製造した医療用医薬品の販売及びプロモーション。

 <連結子会社>

 太陽産業㈱……当社の富山事業所の業務受託等。

 ㈱ホワイトピーアール……広告宣伝代理等。

 （海外） <非連結子会社>

 TOYAMA USA INC.……海外の医薬品関連の情報収集・臨床開発業務の受託等。

 TOYAMA EUROPE LTD.……海外の医薬品関連の情報収集等。

 （その他） <その他の関係会社>

 大正製薬㈱……医療用医薬品事業の研究開発及び販売に関する企業提携契約を結んでおります。

 

その他事業：　　当社は医薬品事業の他に、ヘルスケア製品の製造並びに仕入販売を行っております。

 <連結子会社>

 富山工営㈱……機械装置等の設計、施工並びに保守管理。

 ㈱トミックス……不動産管理、人材派遣及びリース等。

 北陸メディカルサービス㈱……滅菌代行事業及び介護サービス事業。

　事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有（被所有）
割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社）

富士フイルム

ホールディング

ス㈱

東京都港区 40,363

イメージングソ

リューション・イ

ンフォメーション

ソリューション・

ドキュメントソ

リューション事業

分野における製品

の開発・製造・販

売等の事業を営む

会社の株式又は持

分を所有すること

による当該会社の

事業活動の支配及

び管理

－ 68.14

資本提携及び当社

経営全般に係る業

務提携。

（連結子会社）

富山工営㈱ 富山県富山市 20
機械装置等の設計

・施工・保守管理
100.00 －

主に当社の機械装

置等の保守管理を

行っている。

㈱トミックス 東京都新宿区 41

不動産管理・人材

派遣業及びリース

等

100.00 －

主に機械装置等を

当社にリースして

いる。

北陸メディカル

サービス㈱
富山県富山市 50

滅菌代行及び介護

サービス
100.00 －

当社は運転資金の

貸付を行ってい

る。

太陽産業㈱ 富山県富山市 42 業務受託 100.00 －

主に当社の富山事

業所内の業務受託

を行っている。

㈱ホワイトピー

アール
東京都新宿区 20 広告宣伝代理 100.00 －

主に当社の広告宣

伝業務を行ってい

る。当社は運転資

金を貸付けてい

る。

役員の兼任　１名

（持分法適用関連会社）

大正富山医薬品

㈱
東京都豊島区 2,000

医療用医薬品の販

売及びプロモー

ション

45.00 －

当社の医療用医薬

品の販売及びプロ

モーションを行っ

ている。

役員の兼任　３名
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名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有（被所有）
割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（その他の関係会社）

大正製薬㈱ 東京都豊島区 29,804

一般用及び医療用

医薬品、医薬部外

品、食品等の製造

販売

－ 24.39

資本提携及び医療

用医薬品事業に関

する業務提携。

役員の兼任　１名

　（注）１．特定子会社に該当する会社はありません。

２．上記の子会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合がそれ

ぞれ100分の10以下であるため、主要な損益情報等の記載を行っておりません。

３．富士フイルムホールディングス㈱及び大正製薬㈱は、有価証券報告書提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（名）

医薬品事業 737

その他事業 186

全社（共通） 124

合計 1,047

　（注）　従業員数は、連結会社から連結会社外への出向者を除く就業人員数であります。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳　ヶ月） 平均勤続年数（年　ヶ月） 平均年間給与（円）

762 42.10 19.02 6,130,378

　（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

　当社の労働組合は、富山化学労働組合と称し、日本化学エネルギー産業労働組合連合会（ＪＥＣ連合）に加盟して

おります。平成20年３月31日現在の組合員数は550名（関係会社出向者含む）で、労使関係は良好に推移しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界経済の混乱と先行きの不透明

感が強まり、世界の株式・金融市場に広がった動揺が悪影響し、減速が懸念される状況下で推移しました。

国内医薬品業界は、近年の少子高齢化が進む中、今後も増加し続ける国民医療費の抑制を目的として、後発医薬品

の使用促進、ＤＰＣ（Diagnosis Procedure Combination）普及による医療包括の拡大化等が強力に推進されており、国

内医薬品業界を取り巻く環境は引き続き厳しい状況にあります。更に、欧米企業との研究開発費の規模の差が拡大

傾向にあり、2000年以降、日本発大型新薬は登場していないなど、業界の国際競争力が伸びていないというのが現状

です。又、約10年前には世界市場の20％であった日本の市場規模は、現在10％に縮小し、市場としての国際的魅力度

も低下して、企業として日本市場だけを対象としていては成長が困難となっています。

このような状況から、当社グループは本年２月13日に、富士フイルムホールディングス株式会社及び大正製薬株

式会社との戦略的資本・業務提携を実施いたしました。今回の戦略的資本・業務提携により、「インフルエンザ治

療薬（Ｔ－705）」、「アルツハイマー病治療薬（Ｔ－817ＭＡ）」などの有力なパイプラインを有し、優れた創薬

力を有する当社グループは、特定領域（感染症、抗炎症、中枢神経等）における世界基準の有力創薬企業として大き

く飛躍できると考えます。こうした当社グループの企業力の向上、及び三社の研究開発・販売面でのシナジー拡大

による新たな価値創造を目指しています。又、当社グループが現在開発中の「Ｔ－705」の早期開発と安定供給体制

の構築に向けた取り組みを加速させ、大規模な人的被害が懸念される新型インフルエンザの世界的流行（パンデ

ミック）への対応を最優先に取り組み、社会的要請に応えていきます。

当連結会計年度の当社グループの売上高は270億59百万円（前連結会計年度比161.7％）、うち医薬品部門の売上

高は256億87百万円（前連結会計年度比169.7％）となりました。

引き続き厳しい医療費抑制の環境下にある中で、大正富山医薬品株式会社への既販の医療用医薬品の売上高は、

108億29百万円（前連結会計年度比97.4％）と僅かながら減少いたしました。

利益面につきましては、昨年10月のニュータイプの経口用キノロン系抗菌製剤「ジェニナック錠（一般名：ガレ

ノキサシン、開発番号：Ｔ－3811）」発売による売上が寄与し、前連結会計年度に比べて医療用医薬品の売上が拡

大、又「ジェニナック錠」に関するアステラス製薬株式会社からの一時金が寄与したことなどから、経常利益は５

億25百万円となりました。又、投資損失引当金戻入額３億62百万円を特別利益に、業務提携関連費用など３億87百万

円を特別損失に計上した結果、当期純利益は４億82百万円となりました。

（医薬品事業）

当社グループにおいて、医療用医薬品の販売を行っております大正富山医薬品株式会社では、「感染症・炎症免

疫領域のシェア拡大」を全社方針として、重点薬剤に傾注した訪問宣伝活動により営業活動の集中化を図ってまい

りました。その結果、βラクタマーゼ阻害剤配合抗生物質製剤「タゾシン」、経口用ニューキノロン系抗菌製剤「オ

ゼックス」、注射用ペニシリン系抗生物質製剤「ペントシリン」及びループ利尿剤「ルプラック」については微増

ながら売上を拡大、注射用ニューキノロン系抗菌製剤「パシル」については売上を維持いたしました。しかしなが

ら、経口用セフェム系抗生物質製剤「トミロン」についての売上は減少いたしました。

又、技術料収入については、「ジェニナック錠」の承認取得に伴う一時金収入及び抗リウマチ剤「Ｔ－5224（Ａ

Ｐ－１阻害剤）」のライセンス契約締結に伴うロシュ社からの一時金があり、当連結会計年度では94億25百万円

（前連結会計年度20億54百万円）となりました。

（その他事業）

その他事業の売上高は、13億71百万円（前連結会計年度比85.8％）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、アステラス製薬株式会社及びロシュ社他からの契約一時金等が入金

されたことなどから、３億20百万円の収入（前連結会計年度５億93百万円の収入）となりました。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得等により７億84百万円の支出（前連結会計年度

17億25百万円の支出）となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、第三者割当増資に伴う株式の発行による収入298億62百万円及び自

己株式の取得による支出６億45百万円等により、291億59百万円の収入（前連結会計年度６億33百万円の収入）と

なりました。

以上のことから、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末に比べて284億64百万円増

加し、365億80百万円となりました。

キャッシュ・フロー指標のトレンド

 
第105期
平成16年
３月期

第106期
平成17年
３月期

第107期
平成18年
３月期

第108期
平成19年
３月期

第109期
平成20年
３月期

自己資本比率 42.0% 49.3% 48.5% 38.5% 59.3%

時価ベースの自己資本比率 107.6% 128.7% 307.4% 238.1% 230.6%

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 4.3% 2.7% － 24.7% 45.4%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 10.0 11.2 － 1.5 0.8

（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。又、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

第107期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」、「インタレスト・カバレッジ・レシオ」は営業キャッ

シュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

医薬品事業 13,084 103.1

その他事業 133 441.9

合計 13,218 103.9

　（注）１．金額は、期中平均販売価格により算出しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 商品仕入実績

　当連結会計年度における商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 商品仕入高（百万円） 前年同期比（％）

医薬品事業 654 103.0

その他事業 248 184.6

合計 902 117.2

　（注）１．金額は、実際仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 受注実績

　当連結会計年度における受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称
受注高
（百万円）

前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

医薬品事業 － － － －

その他事業 717 30.2 426 23.7

合計 717 30.2 426 23.7

　（注）１．当社及び一部の連結子会社は受注生産を行っておりません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

医薬品事業 25,687 169.7

その他事業 1,371 85.8

合計 27,059 161.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

大正富山医薬品㈱ 11,381 68.0 10,981 40.6

アステラス製薬㈱ 2,000 12.0 6,082 22.5

ロシュ社 － － 3,351 12.4
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３【対処すべき課題】

（１）当社グループの当面の対処すべき課題の内容、対処方針等

当社グループは、「ライブサイエンスで健康文化を創造する」という独自の企業理念を掲げ、「健康文化創造企

業」と位置付け企業活動を推進しています。研究開発型企業として「新薬開発を通じて世界の医療の発展に貢献す

る」という経営目標を掲げ、その強みである研究開発力・生産技術力の強化を図ることにより、世界基準の新薬候

補化合物を安定的に創出する体制の構築を進めてきています。

今回の戦略的資本・業務提携により、当社グループは、富士フイルムグループが写真事業を通じて長年蓄積して

きた多様な独自技術（各種診断技術、解析技術、ナノ乳化分散技術、薄膜形成技術、精密合成技術、ＲＩ標識抗体技

術、コラーゲン技術など）や人材、生産技術や開発力という経営資源の提供を受けることで、当社グループの有する

新薬パイプラインの強化及び開発期間の短縮化を進めることが期待できます。又、富士フイルムグループの分散技

術によるナノ粒子化など、独自のＦＴＤ（Formulation Targeting Delivery）技術を応用展開することで、従来にない新

たな医薬品を開発することが可能になります。

今後ますます膨大な研究開発費と時間が必要とされる厳しい事業環境下においては、今回の戦略的資本・業務提

携により、経営及び投資に関する意思決定を迅速かつ効率的に行うことで、当社グループの経営基盤強化と企業価

値最大化を実現できます。更に、富士フイルムグループ会社の有効活用による外注品の内製化や災害リスク分散体

制の構築などの生産支援、並びに国内における大正製薬株式会社の協力のもと、大正富山医薬品株式会社を通じた

販売拡大及び富士フイルムグループの海外ネットワークを最大限に活用した海外販売体制の構築などの販売支援

が実行されることで、当社グループの収益性を大幅に向上させ、当社グループが特定疾患領域における有力製薬

メーカーへと飛躍することが期待できるものと考えております。

特に、新型インフルエンザの世界的流行（パンデミック）に備え、当社グループが開発中の「Ｔ－705」について

は、その早期開発と安定供給のために、各社がそれぞれの役割を最大限に発揮して社会的使命に応えてまいる所存

です。

（２）株式会社の支配に関する基本方針について

当社は、平成18年５月15日の取締役会で「当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以

下「本対応方針」といいます。）の導入を決議し、同年７月31日及び平成19年７月30日の取締役会でその継続を決

議いたしました。

しかしながら、当社は、平成20年２月13日付で、富士フイルムホールディングス株式会社及び大正製薬株式会社と

の間で、資本・業務提携の基本合意を締結し、これに基づき、当社から富士フイルムホールディングス株式会社及び

大正製薬株式会社に対する第三者割当増資と、富士フイルムホールディングス株式会社による当社株式等の公開買

付けが行われました。当社は、当該公開買付けに対し、本対応方針に基づく対抗措置を発動せず賛同意見を表明し、

当該公開買付けの成立により、同年３月26日付で富士フイルムホールディングス株式会社の子会社となりました。

このように、本対応方針の導入及び継続後、当社を取り巻く環境が劇的に変化した結果、現時点においては、当社

に対する敵対的買収リスクは事実上消滅しております。

従いまして、当社は、本対応方針がその役割を終えたものとして、平成20年４月14日の取締役会において廃止を決

議いたしました。

又、第108期（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）事業報告及び有価証券報告書において「株式会社の支

配に関する基本方針」（以下「本基本方針」といいます。）を開示いたしましたが、上記のような当社を取り巻く

環境の変化に鑑み、本対応方針の廃止と併せて、本基本方針についても廃止を決議いたしました。
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４【事業等のリスク】

当社は富士フイルムホールディングス株式会社及び大正製薬株式会社と戦略的資本・業務提携をしております。現

在、親会社である富士フイルムホールディングス株式会社と今後の経営の基本方針、中長期的な経営戦略等について

検討しており、事業等のリスクについてもそのなかで検討予定です。

参考として、これまでの当社グループの事業展開上、リスク要因となる可能性のあると考えられる主な事項を以下

において記載しております。

①大正富山医薬品株式会社への販売機能の移管について

当社グループの主力品となる抗生物質・抗菌剤の市場は、市場競争の激化と市場成長率の鈍化により、一層厳しさ

を増しております。当社グループではこれらの市場環境に対応するため、平成14年９月に大正製薬株式会社と資本提

携するとともに医療用医薬品の研究開発・販売に関しても業務提携を開始しました。

業務提携の一環として、両社の医療用医薬品を販売する合弁による大正富山医薬品株式会社（当社グループ出資率

45％）が平成15年４月より本格稼動しました。これに伴い、当社グループのＭＲ（医薬情報担当者）等の販売に関わ

る人員が大正富山医薬品株式会社へ出向、平成17年４月からは転籍となっております。

当社グループの売上高のうち、大正富山医薬品株式会社に対する売上高は技術料収入を除く全社売上高の８割以上

を占めております。従って、大正富山医薬品株式会社における当社グループ製品の収益の変動により、当社グループ全

体の収益性、財務内容が変動する可能性があります。

②経営成績の季節変動について

当社グループの技術料収入を除く医療用医薬品の売上高の７割以上は、抗生物質・抗菌剤が占めております。これ

らの需要ピークは概ね冬場となりますので、売上高も下期が高くなる傾向があります。

③法的規制について

医療用医薬品事業は、薬事法をはじめGLP（医薬品の安全性試験の実施に関する基準）、GCP（医薬品の臨床試験の

実施に関する基準）、GMP（医薬品の製造管理及び品質管理に関する基準）などの規制を受けており、平成17年４月

からは改正薬事法の施行により、新たに製造販売承認制度の導入やそれに伴うGVP（製造販売後安全管理基準）、

GPSP（製造販売後調査及び試験実施基準）、GQP（製造販売品質保証基準）が導入されております。これらの法的規

制の変更により、製造販売後の安全管理体制、品質管理体制に対する規制が強化されており、販売時期に変動を及ぼ

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④医療費抑制策について

当社グループが製造・販売する医療用医薬品は、薬価基準に基づき保険請求が行われるため、その販売価格は薬価

基準改定の影響を受けます。高齢化、医療の高度化等により増大する傾向にある医療費を抑制するために、さまざまな

医療保険制度改革が進められており、医療費の２割を占める薬剤費についてもこれらの影響を強く受け、薬価基準の

改定等による抑制傾向にあります。今後、薬価基準の頻回改定、ジェネリック医薬品の処方促進等の具体的な改革が実

施された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤新製品の研究開発について

当社グループは主に医療用医薬品の研究開発、製造、販売（大正富山医薬品株式会社が市場への販売を担当）を

行っております。

新製品の研究開発は、数多くの物質の中から見出された候補物質について、厳密な動物試験や臨床試験によりその

有効性と安全性を確認し、それらの各種試験データに基づき厳密な審査を受け、その審査を通過したものだけが新薬

として許可されます。

通常、新規物質の創製から医薬品として販売されるまでには、多くの研究機関及び研究者の関与、長期にわたる研究

開発期間及び多額の研究開発費を要する傾向があります。加えて開発段階では計画が遅延もしくは中止される可能性

があります。又、製造販売開始後におきましても予測できない副作用等の発現により販売を中止せざるを得ないこと

があります。このため、新薬開発計画の進捗状況や製造販売後調査及び試験の実施状況により当社グループの財政状

況及び経営成績が影響を受ける可能性があります。
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⑥技術料（ロイヤリティ）収入について

当社グループの自社開発品導出によるロイヤリティ収益は、以下のように分類することができます。

・イニシャル・ロイヤリティ 　 …契約時に受領する一時金収入

・マイルストーン・ロイヤリティ…承認申請時・承認時・販売開始時・定められた販売成績達成時などに受領す

る一時金収入

・ランニング・ロイヤリティ　  …導出先の販売実績に連動して受領する販売高連動収入

イニシャル・ロイヤリティ及びマイルストーン・ロイヤリティは一時的な収入であり、かつ高額となることが多い

ため、受領する会計年度が予想と違った場合には大きな業績の違いとなってあらわれることがあります。又、ランニン

グ・ロイヤリティは導出先の販売実績に連動しているため、導出先の販売方針・施策などに影響を受け、業績も変動

する可能性があります。

⑦他社との提携について

当社グループは、研究、開発、製造及び販売等の様々な領域において、共同研究、共同開発、開発品及び製品導出入、委

託及び受託製造、委託販売等、様々な形で他社との提携を行っております。何らかの事情によりこれらの提携関係を解

消又は維持することが困難となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑧導出契約と外国為替の変動について

当社グループが外国会社とのライセンス契約で今後受領することとなる技術料収入は、外国通貨で受領する契約が

大部分を占めるため、外国為替相場が変動した場合には、当社グループの将来業績も変動する可能性があります。

⑨安定供給について

当社グループは、医薬品の製造会社として、製品の市場への安定供給に努めておりますが、なんらかの理由により原

材料等の仕入が遅延又は停止した場合、自然災害等により製造施設等における操業が停止した場合、当社グループの

業績に影響が及ぶ可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 資本提携及び業務提携の基本合意書（提出会社）

相手先 合意内容 合意書締結日

富士フイルムホール

ディングス株式会社
富士フイルムホールディングス株式会社が保有する議決権割合を

66％、大正製薬株式会社が保有する議決権割合を34％とする内容の資

本提携、並びに三社間の業務提携に関する基本合意

　　2008.２.13

大正製薬株式会社

(2) 外国会社への技術輸出契約（提出会社）

相手先 国名 契約内容 対価 契約期間

東亜製薬株式会社 韓国

抗リウマチ剤「Ｔ－614」の韓国にお

ける特許及びノウハウについての実

施契約

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　2002.９.10

至　販売後15年以後１

年毎自動更新

ニューキノロン系合成抗菌剤の点眼

剤「ＴＮ－3262ａ」の韓国における

ノウハウについての実施契約

契約一時金受領

自　2004.２.19

至　販売後15年以後１

年毎自動更新

ニュータイプのキノロン系抗菌製剤

「Ｔ－3811」の韓国における特許及

びノウハウについての実施契約

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　2006.１.20

至　対象特許の満了日

シェリング社　

（注）１．
アメリカ ニュータイプのキノロン系抗菌製剤

「Ｔ－3811」の特許及びノウハウに

ついての実施契約並びにバルク供給

契約

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　2004.６.22

至　対象特許の満了日
シェリング・プラウ

・リミテッド　

（注）１．

スイス

ＳＫケミカルズ株式

会社
韓国

ピリドンカルボン酸系合成抗菌剤

「トスフロキサシン」の韓国におけ

る特許及びノウハウについての実施

契約

一定率の実施料

受領

自　2005.９.12

至　対象特許の満了日

エフ・ホフマン・ラ

・ロシュ・リミテッ

ド（注）２．

スイス
抗リウマチ薬「Ｔ－5224」の研究・

開発及び販売についての実施契約

契約一時金及び

合意した方法に

基づく実施料受

領

自　2007.６.25

至　販売後10年又は対

象特許の満了日ホフマン・ラ・ロ

シュ社（注）２．
アメリカ

（注）１．契約会社２社は、いずれもシェリング・プラウ社の100％子会社であります。

なお、本書においては、契約の相手先を実質的な当事者であるシェリング・プラウ社として記載しております。

２．ホフマン・ラ・ロシュ社は、エフ・ホフマン・ラ・ロシュ・リミテッドの100％子会社であります。

(3) 外国会社とのクロスライセンス契約（提出会社）

相手先 国名 契約内容 対価 契約期間

アボットインターナ

ショナル社
アメリカ

ピリドンカルボン酸系合成抗菌剤の

特許に関するクロスライセンス契約

一定率の実施料

支払

自　1988.４.26

至　契約上の暦年の10

年間又は対象特許

の満了日

(4) 国内会社との取引契約（提出会社）

相手先 契約内容 対価 契約期間

アボットジャパン株

式会社

合成抗菌剤「トスフロキサシン」の製造販売及び

ノウハウについての実施契約

一定率の実施料

支払

自　1988.４.26

至　契約上の暦年の10

年間又は対象特許

の満了日

大鵬薬品工業株式会

社

βラクタマーゼ阻害剤「タゾバクタム」（大鵬）

と合成ペニシリン製剤「ピペラシリン」（当社）

の配合剤の共同開発契約

契約一時金支払

自　1991.５.31

至　販売後10年又は対

象特許の満了日
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相手先 契約内容 対価 契約期間

田辺三菱製薬株式会

社

ニューキノロン系合成抗菌剤「メシル酸パズフロ

キサシン」に関する契約

（国内）共同開発、並行販売

（海外）田辺三菱製薬㈱が製造販売の独占的実施

権所有

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　1992.３.５

至　対象特許の満了日

ループ利尿剤「ルプラック」の国内における独占

的販売権の取得

契約一時金及び

一定率の実施料

支払

自　1999.８.16

至　契約後10年又は対

象特許の満了日

株式会社ニデック

ニューキノロン系合成抗菌剤の点眼剤「ＴＮ－

3262ａ」の特許及びノウハウについて国内におけ

る実施権供与、共同開発、並びに販売権の供与

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　1998.１.16

至　販売後10年又は対

象特許の満了日

エーザイ株式会社

抗リウマチ剤「Ｔ－614」の特許及びノウハウに

ついて国内における実施権供与、共同開発、並行販

売契約、並びに製剤バルク供給契約

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　1998.９.30

至　販売後10年又は対

象特許の満了日

大正製薬株式会社

ニュータイプのキノロン系抗菌製剤「Ｔ－3811」

の販売権の供与

契約一時金及び

合意した方法に

基づく実施料受

領

自　2002.９.30

至　商業的販売終了日

抗リウマチ剤「Ｔ－614」の販売権の供与

契約一時金及び

合意した方法に

基づく実施料受

領

自　2003.３.12

至　商業的販売終了日

大塚製薬株式会社
ニューキノロン系合成抗菌剤の点眼剤「ＴＮ－

3262ａ」の国内における販売権の供与

契約一時金及び

一定率の実施料

受領

自　2003.３.18

至　販売後15年以後１

年毎自動更新

アステラス製薬株式

会社

ニュータイプの経口用キノロン系抗菌製剤「Ｔ－

3811」の特許及びノウハウについて国内における

実施権供与、共同開発、並びに販売権の供与

契約一時金受領
自　2006.３.31

至　対象特許の満了日
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６【研究開発活動】

当社の研究開発活動は医療用医薬品を重点に先端技術を駆使してすすめており、当連結会計年度の状況は次のとお

りであります。

国内での申請中の医薬品としては「Ｔ－614（抗リウマチ剤－経口剤）」及び「ＹＰ－18（βラクタマーゼ阻害剤

配合抗生物質－注射剤）」があります。臨床試験中の主な医薬品として「Ｔ－3811（ニュータイプのキノロン系抗菌

製剤－注射剤）」、「Ｔ－5224（抗リウマチ剤－経口剤）」及び「Ｔ－705（抗ウイルス剤－経口剤）」などがあり

ます。又、海外では「Ｔ－3811（ニュータイプのキノロン系抗菌製剤－経口剤、注射剤）」が再申請準備中（導出先の

シェリング・プラウ社により）であり、「Ｔ－817ＭＡ（アルツハイマー型認知症治療剤－経口剤）」及び「Ｔ－705

（抗ウイルス剤－経口剤）」は臨床試験中であります。

当連結会計年度の研究開発費の総額は88億56百万円（注）であります。

なお、富士フイルムホールディングス株式会社及び大正製薬株式会社との業務提携に伴い、創薬・研究開発面の協

働、研究開発要員の相互活用、化合物ライブラリー・研究施設等のプラットホームの相互利用など協力体制を構築す

ることにより研究開発活動の更なる強化を図っております。

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表等は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成

しております。

②財政状態の分析

１）流動資産

当連結会計年度末における流動資産は544億８百万円（前連結会計年度末251億97百万円）であり、前連結会計

年度末に比べ292億11百万円の増加となりました。主な内容は、富士フイルムホールディングス株式会社及び大正

製薬株式会社に対し行った第三者割当増資により、現金及び預金が59億64百万円、有価証券が228億94百万円それ

ぞれ増加したことによるものです。

２）流動負債

当連結会計年度末における流動負債は119億73百万円（前連結会計年度末60億67百万円）であり、前連結会計

年度末に比べ59億６百万円の増加となりました。主な内容は、前連結会計年度末に長期借入金に表示しておりま

した借入金のうち、当連結会計年度末に１年以内返済予定となった金額54億34百万円が増加したことによるもの

です。

３）固定資産

当連結会計年度末における固定資産は358億48百万円（前連結会計年度末365億５百万円）であり、前連結会計

年度末に比べ６億56百万円の減少となりました。主な内容は、投資有価証券の購入及び売却による90百万円の減

少の他、市場性ある有価証券の時価評価に伴う期末評価減等により、８億33百万円減少いたしました。又、前連結

会計年度末に投資損失引当金３億62百万円を計上しておりましたが、保有する株式の上場に伴い損失可能性が解

消されたため、戻し入れを行ったことにより３億62百万円増加しております。

４）固定負債

当連結会計年度末における固定負債は247億36百万円（前連結会計年度末316億72百万円）であり、前連結会計

年度末に比べ69億36百万円の減少となりました。主な内容は、前連結会計年度末に長期借入金に表示しておりま

した借入金のうち、当連結会計年度末に１年以内返済予定となった金額54億34百万円が減少したこと、及び長期

未払金として計上しております大正富山医薬品株式会社への転籍者の退職金の支払い等により５億８百万円減

少したことによるものです。

③キャッシュ・フローの分析

第２「事業の状況」　１「業績等の概要」　（２）「キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

④経営成績の分析

１）売上高及び販売費及び一般管理費

当連結会計年度の売上高は270億59百万円（前連結会計年度は167億32百万円）であり、103億26百万円の増加

となりました。主な要因は技術料収入の増加によるものであります。

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は118億57百万円（前連結会計年度は111億78百万円）であり、６億79

百万円の増加となりました。

２）売上原価

当連結会計年度の売上原価は142億53百万円（前連結会計年度は113億53百万円）であり、前連結会計年度に比

べて28億99百万円の増加となりました。

３）営業利益

上記の売上高、売上原価の状況と販売費及び一般管理費の結果を受け、９億48百万円の営業利益となりました。

４）営業外損益

当連結会計年度の営業外収益は８億36百万円（前連結会計年度は２億36百万円）であり、前連結会計年度に比

べ６億０百万円の増加となりました。主な要因は持分法による投資利益の増加によるものであります。

当連結会計年度の営業外費用は12億59百万円（前連結会計年度９億95百万円）であり、前連結会計年度に比べ

２億63百万円の増加となりました。
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５）特別損益

当連結会計年度の特別利益は３億62百万円（前連結会計年度は９百万円）であり、前連結会計年度に比べ３億

52百万円の増加となりました。

当連結会計年度の特別損失は３億87百万円（前連結会計年度３億62百万円）であり、前連結会計年度に比べ24

百万円の増加となりました。主な内容は、富士フイルムホールディングス株式会社及び大正製薬株式会社との資

本・業務提携関連費用３億54百万円であります。

６）当期純利益

当連結会計年度における当期純利益は４億82百万円となりました。

⑤経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因は、第２「事業の状況」　４「事業等のリスク」に記載のとおりでありま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は７億78百万円であります。内訳としましては医薬品事業が７億71百万円でそ

のほとんどを占めており、その他事業では７百万円であります。医薬品事業における設備投資の主なものとしまし

ては、研究棟及び製造工場の改修工事等であります。その他事業の設備投資につきましては、設備のメンテナンス等

に関する比較的少額なものであります。

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

その他
土地

(面積㎡)
合計

本社（東京都新宿区）

医薬品事業

その他事業

（全社共通）

営業設備 582 0 42
4,045

(809)
4,671 204

富山工場（富山市） 医薬品事業 生産設備 3,962 1,039 130
4,145

(111,997)
9,278 283

富山第二工場（富山市） 医薬品事業 生産設備 428 191 8
1,830

(100,008)
2,460 3

綜合研究所（富山市） 医薬品事業 研究設備 2,042 146 383
－

(－)
2,572 272

小金井寮他 （全社共通） 厚生施設他 930 0 6
2,643

(21,714)
3,580 －

　（注）１．その他は工具器具及び備品であります。

２．綜合研究所は富山工場敷地内に建築されております。

３．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

資産の種類 資産の内容等
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

機械装置及び運搬具 自動充填包装機他 504 1,550

その他 電子計算機他 76 185

　（注）　リース物件は所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引であります。
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(2) 国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

その他
土地

(面積㎡)
合計

富山工営㈱
本社

（富山市）
その他事業 営業設備 0 0 0

－

(－)
1 34

㈱トミックス

本社

（東京都新

宿区）

医薬品事業

その他事業
〃 － 16 13

－

(－)
30 28

北陸メディカル

サービス㈱

本社

（富山市）
その他事業 〃 4 3 2

－

(－)
10 140

太陽産業㈱
本社

（富山市）

医薬品事業

その他事業
〃 － 1 0

－

(－)
2 79

㈱ホワイトピー

アール

本社

（東京都新

宿区）

〃 〃 0 － 0
－

(－)
0 4

　（注）１．その他は工具器具及び備品、及びリース資産であります。

２．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

資産の種類 資産の内容等
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

機械装置及び運搬具 滅菌設備 68 40

機械装置及び運搬具 営業車両 85 27

その他 電子計算機及び周辺機器 5 10

　（注）　リース物件は所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引であります。

３．リース契約による主な賃貸設備は次のとおりであります。

資産の種類 資産の内容等
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

機械装置及び運搬具 錠剤コーティング装置他 152 51

　（注）　リース物件は所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引であります。

(3) 在外子会社

　該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 780,000,000

計 780,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月25日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 241,085,461 241,085,461 東京証券取引所　市場第一部 －

計 241,085,461 241,085,461 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成17年６月24日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 90 （注）１． 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 90,000 （注）２． 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３． 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年６月25日
至　平成47年６月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円／株）

発行価格

資本組入額

1
1

同左

新株予約権の行使の条件 （注）４． 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２．ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整

し、調整により１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。なお、かかる調整は新株予約権のうち、

当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又，上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が資本の減少、合併、又は会社分割を行う場合、その他これらの

場合に準じ、株式の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行うものとす

る。

３．各新株予約権の払込金額（以下「行使価額」という）は、各新株予約権の行使により発行、又は移転する株

式の数に１円を乗じた金額とする。
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なお、新株予約権発行日後に、当社が株式の分割、又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

又、時価を下回る価額で新株を発行、又は自己株式の処分（新株予約権の行使の場合及び「商法等の一部を

改正する法律」（平成13年法律第128号）による改正前の商法に定める新株引受権証券並びに同法第280条

ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、又、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「払込金額」を「処分価額」に読み替えるものとする。

上記のほか、新株予約権発行日後に当社が資本の減少、合併、又は会社分割を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものと

する。

４．①１個の新株予約権の一部を行使することはできない。

②当社取締役及び執行役（以下それぞれ「対象者」という）は、新株予約権割当時に就任していた当社の取

締役及び執行役のいずれも任期満了により退任した場合、その他これに準ずる事由が生じた場合に限り、

新株予約権を行使することができる。ただし、これらの場合、対象者は、対象者が上記の当社の取締役及び

執行役のいずれも任期満了により退任した日、又は、その他これに準ずる事由の生じた日の翌日（以下

「権利行使開始日」という）から当該権利行使開始日より10日を経過する日までの間に限り、新株予約権

を行使できる。

③対象者は、新株予約権を質入、その他一切の処分をすることができない。

④対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者が死亡により当社の取締役及び執行役のいずれの地位

も喪失した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

⑤この他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づいて委任を受けた執行役の決定に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによる。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年７月31日経営会議決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 58,500 （注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 58,500 （注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年８月15日

至　平成48年８月14日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円／株）
（注）４ 同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得

については、当社の取締役会

の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１　新株予約権１個当たりの目的である株式の数は、１株であります。

２　ただし、当社が普通株式につき株式の分割（株式無償割当ても含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は

併合を行う場合、新株予約権の目的である株式の数は、次の算式により調整する。なお、係る調整は、新株予約

権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの

場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行うものと

する。

３　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）を１円とし、これに付与株式数を乗じ

た金額とする。

なお、新株予約権の割当日後に、当社普通株式につき株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使

価額を調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

又、新株予約権の割当日後に、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使の場合及び「商法等の一部を改

正する法律」（平成13年法律第128号）による改正前の商法に定める新株引受権証券並びに同法第280条ノ

19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

による１円未満の端数は、これを切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、又、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「払込金額」を「処分価額」に読み替えるものとする。

上記のほか、新株予約権の割当日後に当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものと
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する。

４　①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５　①当社取締役及び執行役（以下、それぞれ「新株予約権者」という。）は、新株予約権の割当て時に就任して

いた当社の取締役及び執行役のいずれも任期満了により退任した場合その他これに準ずる事由が生じた

場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、これらの場合、新株予約権者は、新株予約権者が

上記の当社の取締役及び執行役のいずれも任期満了により退任した日又はその他これに準ずる事由の生

じた日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から当該権利行使開始日より10日を経過する日までの

間に限り、新株予約権を行使できる。

②新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることができない。

③新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者が死亡により当社の取締役及び執

行役のいずれの地位も喪失した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使する

ことができる。

④この他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づいて委任を受けた執行役の決定に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによる。

平成19年７月30日経営会議決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 69,900 （注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 69,900 （注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年８月14日

至　平成49年８月13日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円／株）
（注）４ 同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得

については、当社の取締役会

の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１　新株予約権１個当たりの目的である株式の数は、１株であります。

２　ただし、当社が普通株式につき株式の分割（株式無償割当ても含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は

併合を行う場合、新株予約権の目的である株式の数は、次の算式により調整する。なお、係る調整は、新株予約

権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われる。
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調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの

場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行うものと

する。

３　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）を１円とし、これに付与株式数を乗じ

た金額とする。

なお、新株予約権の割当日後に、当社普通株式につき株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使

価額を調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

又、新株予約権の割当日後に、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使の場合を除く。）を行う場合は、

次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は、これを切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、又、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「払込金額」を「処分価額」に読み替えるものとする。

上記のほか、新株予約権の割当日後に当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものと

する。

４　①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５　①当社取締役及び執行役（以下、それぞれ「新株予約権者」という。）は、新株予約権の割当て時に就任して

いた当社の取締役及び執行役のいずれも任期満了により退任した場合その他これに準ずる事由が生じた

場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、これらの場合、新株予約権者は、新株予約権者が

上記の当社の取締役及び執行役のいずれも任期満了により退任した日又はその他これに準ずる事由の生

じた日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から当該権利行使開始日より10日を経過する日までの

間に限り、新株予約権を行使できる。

②新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることができない。

③新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者が死亡により当社の取締役及び執

行役のいずれの地位も喪失した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使する

ことができる。

④この他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づいて委任を受けた執行役の決定に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによる。

当社は、平成20年６月24日付をもって株式報酬型ストックオプション制度を廃止いたしました。新株予約権は、

各取締役及び執行役がそれぞれ保有する権利を全て放棄したのち消滅させ、引き換えに平成20年４月25日に開催

された報酬委員会及び取締役会で決議された役員退職慰労金制度に組み込んでおります。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成17年３月31日

（注）１．
12,924 197,160,461 3 22,400 2 21,533

平成20年２月28日

（注）２．
43,925,000 241,085,461 15,000 37,400 15,000 36,534

　（注）１．転換社債の株式転換（平成16年４月１日～平成17年３月31日）によるものであります。

２．第三者割当

発行価格　　　　１株につき金683円

資本組入額　　　１株につき金341.5円

割当先　　　　　富士フイルムホールディングス株式会社 28,990,000株

大正製薬株式会社 14,935,000株

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 12 35 50 35 5 3,660 3,797 －

所有株式数

（単元）
－ 1,227 1,386 220,249 5,523 14 10,967 239,366 1,719,461

所有株式数の

割合（％）
－ 0.51 0.58 92.01 2.31 0.01 4.58 100.0 －

　（注）１．自己株式1,852,530株は「個人その他」に1,852単元及び「単元未満株式の状況」に530株含めて記載しており

ます。なお、自己株式1,852,530株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成20年３月31日現在の実保有残高は、

1,851,530株であります。

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

富士フイルムホールディング

ス株式会社
東京都港区西麻布二丁目26番30号 161,854 67.13

大正製薬株式会社 東京都豊島区高田三丁目24番１号 57,935 24.03

エービーエヌ　アムロバンク　

エヌブイヨーロピアン　ハブ

GUSTAV MAHLERLAAN 10 108

2 PP AMSTERDAM 

NETHERLANDS 1,995 0.82

（常任代理人　シティバンク

銀行株式会社）
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

富山化学工業株式会社 東京都新宿区西新宿三丁目２番５号 1,852 0.76

エムエルアイ　イーエフジー　

ノントリーティ　カスト

ディー　アカウント

MERRILL LYNCH FINANCIAL 

CENTRE.2 KING 

EDWARD STREET.LONDON EC1A 1HQ 1,221 0.50

（常任代理人　メリルリンチ

日本証券株式会社）
（東京都中央区日本橋一丁目４番１号）

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.

K
748 0.31

（常任代理人　ゴールドマン

・サックス証券株式会社）
（東京都港区六本木六丁目10番１号）

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 504 0.20

ビー・エヌ・ピー・パリバ・

セキュリティーズ（ジャパ

ン）リミテッド（ビーエヌ

ピーパリバ証券会社）

東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 433 0.17

モルガン．スタンレー．アン

ド．カンパニー．インターナ

ショナル．ピーエルシー

25 Cabot Square.Canary Wharf.London 

E14 4QA England
429 0.17

（常任代理人　モルガン・ス

タンレー証券株式会社）
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 406 0.16

計 － 227,378 94.31

（注）　前事業年度末現在主要株主でなかった富士フイルムホールディングス株式会社は、当事業年度末では主要株主

となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,851,000
－ －

完全議決権株式（その他）（注）
普通株式

237,515,000
237,515 －

単元未満株式
普通株式

1,719,461
－

１単元（1,000株）未
満の株式

発行済株式総数 241,085,461 － －

総株主の議決権 － 237,515 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。又、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

富山化学工業株式
会社
（自己株式）

東京都新宿区西新

宿三丁目２番５号
1,851,000 － 1,851,000 0.76

計 － 1,851,000 － 1,851,000 0.76

　（注）　上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。
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（８）【ストックオプション制度の内容】

当社は、株式報酬型ストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株

予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成17年６月24日定時株主総会決議）

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び執行役の16名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 114,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成18年７月31日経営会議決議）

会社法第236条第１項、第238条第１項及び第２項、第240条第１項並びに第416条第４項の規定に基づき新株予約

権を発行する方法によるものであります。

決議年月日 平成18年７月31日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び執行役の18名　　（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 68,200　　（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）　上記記載の付与対象者の区分及び人数並びに株式の数は、平成18年７月31日の経営会議において決議されたも

のであり、付与対象者の辞退により実際に割当契約を締結した付与対象者の区分及び人数は、当社取締役及び執

行役の17名、株式の数は、67,500株であります。

（平成19年７月30日経営会議決議）

会社法第236条第１項、第238条第１項及び第２項、第240条第１項並びに第416条第４項の規定に基づき新株予約

権を発行する方法によるものであります。

決議年月日 平成19年７月30日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び執行役の18名　　（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 70,600　　（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。
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決議年月日 平成19年７月30日

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）　上記記載の付与対象者の区分及び人数並びに株式の数は、平成19年７月30日の経営会議において決議されたも

のであり、付与対象者の辞退により実際に割当契約を締結した付与対象者の区分及び人数は、当社取締役及び執

行役の17名、株式の数は、69,900株であります。

当社は、平成20年６月24日付をもって株式報酬型ストックオプション制度を廃止いたしました。新株予約権は、各

取締役及び執行役がそれぞれ保有する権利を全て放棄したのち消滅させ、引き換えに平成20年４月25日に開催され

た報酬委員会及び取締役会で決議された役員退職慰労金制度に組み込んでおります。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 758,282 645,000,542

当期間における取得自己株式 65,037 56,550,758

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（注）１．２．
59,747 35,855,295 200 138,260

保有自己株式数

（注）２．
1,851,530 － 1,916,367 －

（注）１．当事業年度の内訳は、ストック・オプションの行使（株式数25,000株、処分価額の総額14,641,500円）及び単

元未満株式の売渡請求による売渡（株式数34,747株、処分価額の総額21,213,795円）であります。又、当期間

は、単元未満株式の売渡請求による売渡であります。

２．当期間における「その他」及び「保有自己株式数」には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日

までの単元未満株式の買取及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に安定的に株式を所有していただき、当社の企業価値を高めることで株式の保有価値をも高

め、株主利益を確保してまいりたいと考えております。企業価値向上政策と配当政策は、そのための重要な基本政策

であると認識いたしております。

当社の企業価値を大きく高める投資機会が存在する場合には、企業価値向上政策を優先し、効果的・効率的に投

資を行うことで継続的業績向上を目指してまいります。一方、資本コストに見合う有望な投資機会が見出されない

場合には、投資は最小限度に差し控え、配当政策を優先してまいります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお、剰余金の配当

等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず

取締役会の決議により定める旨定款に定めております。

当社では、繰越損失の解消を最優先に推し進め、その上で財務基盤安定化のために負債極小化、資産内容の見直し

を進めておりますが、残念ながら繰越損失を余儀なくされており、このような状況から、当連結会計年度におきまし

ても無配とさせていただく所存であります。

株主の皆様にはまことに申し訳なく存じますが、無配となりますことをご理解賜りますようお願い申し上げま

す。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 460 589 1,080 1,401 930

最低（円） 312 353 365 513 562

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものであります。

（２）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 767 746 782 792 878 880

最低（円） 669 592 665 651 622 864

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものであります。
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５【役員の状況】

(1) 取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ― 中野　克彦 昭和13年12月５日生

昭和37年４月 凸版印刷㈱入社

(注)２ －

昭和54年３月 当社入社

昭和55年２月 常務取締役に就任

昭和56年２月 専務取締役に就任

昭和58年２月 代表取締役副社長に就任

昭和62年２月 代表取締役社長に就任

平成４年６月 中野興産㈱代表取締役社長

（現任）

平成12年６月 代表取締役社長兼CEOに就任

平成14年10月 大正富山医薬品㈱代表取締役

会長

平成15年６月 取締役　代表執行役社長に就任

平成19年４月 取締役会長　代表執行役に就任

平成20年６月 取締役　代表執行役会長に就任

（現任）

取締役
指名委員

報酬委員
菅田　益司 昭和26年７月11日生

昭和51年４月 当社入社

(注)２ －

平成11年４月 人事部長

平成12年６月 取締役兼執行役員に就任、人事

部長

平成15年６月 執行役に就任、人事部長

平成18年６月 常務執行役に就任、管理部門

長、環境担当、コンプライアン

ス担当

平成19年４月 代表執行役社長に就任（現

任）

平成19年６月 大正富山医薬品㈱代表取締役

会長（現任）

平成19年６月 取締役　代表執行役社長に就任

（現任）

平成20年６月 取締役　代表執行役社長　経営

戦略部門長（現任）

取締役 ― 成田　弘和 昭和22年２月５日生

昭和46年４月 当社入社

(注)２ －

平成６年６月 取締役に就任

平成９年６月 常務取締役に就任

平成12年６月 取締役兼常務執行役員に就任

平成14年６月 常務執行役員に就任、研究部門

長兼創薬基盤研究所長

平成15年６月 常務執行役に就任、研究部門長

兼創薬基盤研究所長

平成17年６月 常務執行役　研究部門長

平成20年６月 取締役　専務執行役に就任、研

究部門長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 監査委員 山手　一容 昭和25年４月26日生

昭和48年４月 富士写真フイルム㈱入社

(注)２ －

平成18年４月 同社　CSR推進部長

平成18年10月 富士フイルム㈱　CSR推進部長

平成20年６月 当社入社　総務人事部担当部長

平成20年６月 当社　取締役に就任（現任）

取締役会長 ― 古森　重隆 昭和14年９月５日生

昭和38年４月 富士写真フイルム㈱入社

(注)２ －

平成７年１月 同社　取締役に就任

平成11年11月 同社　常務取締役に就任

平成12年６月 同社　代表取締役社長に就任

平成15年６月 同社　代表取締役社長　CEOに

就任

平成18年10月 富士フイルムホールディング

ス㈱代表取締役社長　CEOに就

任（現任）

平成20年６月 当社　取締役会長に就任（現

任）

取締役

監査委員

指名委員

報酬委員

髙橋　俊雄 昭和17年７月31日生

昭和40年４月 富士写真フイルム㈱入社

(注)２ －

平成12年６月 同社　執行役員に就任

平成14年６月 同社　常勤監査役に就任

平成15年６月 同社　取締役　常務執行役員に

就任

平成17年６月 同社　取締役　専務執行役員

CFOに就任

平成18年６月 同社　代表取締役　専務執行役

員CFOに就任

平成18年10月 富士フイルムホールディング

ス㈱代表取締役　専務執行役員

CFOに就任（現任）

平成20年６月 当社　取締役に就任（現任）

取締役

監査委員

指名委員

報酬委員

大平　明 昭和21年９月９日生

昭和57年５月 大正製薬㈱入社

(注)２ －

昭和57年６月 同社　取締役に就任

昭和58年６月 同社　常務取締役に就任

昭和60年５月 同社　専務取締役に就任

平成６年６月 同社　取締役副社長に就任

平成11年６月 同社　代表取締役副社長に就任

（現任）

平成14年10月 大正富山医薬品㈱取締役に就

任

平成18年４月 同社　代表取締役社長に就任

（現任）

平成18年６月 当社　取締役に就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ― 酒井　明人 昭和22年12月26日生

昭和46年４月 ㈱住友銀行入行

(注)２ －

平成元年５月 大正製薬㈱入社

平成３年４月 同社　情報開発室長

平成６年６月 同社　事業計画室長

平成８年４月 同社　経営企画部長（現任）

平成９年６月 同社　理事、経営企画部長に就

任

平成13年６月 同社　執行役員、経営企画部長

に就任

平成19年６月 同社　取締役、経営企画部長に

就任（現任）

平成20年６月 当社　取締役に就任（現任）

取締役 ― 藤田　憲一 昭和27年２月10日生

昭和50年４月 大正製薬㈱入社

(注)２ －

平成２年４月 同社　大阪支店医薬部長

平成８年４月 同社　名古屋支店副支店長

平成９年10月 同社　医薬東京支店長

平成15年４月 大正富山医薬品㈱執行役員　営

業本部副本部長に就任

平成15年７月 同社　執行役員　マーケティン

グ本部長に就任

平成16年７月 同社　取締役　マーケティング

本部長に就任（現任）

平成20年６月 当社　取締役に就任（現任）

    計    －

（注）１．取締役　古森重隆氏、髙橋俊雄氏、大平明氏、酒井明人氏、藤田憲一氏は会社法第２条第15号に定める社外取締

役であります。

２．平成20年６月24日開催の定時株主総会の選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時まで。
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(2) 執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表執行役

会長
― 中野　克彦 (1) 取締役の状況参照 同左 (注)

(1) 取締役の

状況参照

代表執行役

社長

経営戦略部門

長
菅田　益司 (1) 取締役の状況参照 同左 (注)

(1) 取締役の

状況参照

専務執行役 研究部門長 成田　弘和 (1) 取締役の状況参照 同左 (注)
(1) 取締役の

状況参照

専務執行役 ― 戸田　雄三 昭和21年７月21日生

昭和48年４月 富士写真フイルム㈱入社

(注) －

平成16年６月 同社　執行役員に就任

平成18年６月 同社　取締役　執行役員に就

任

平成18年10月 富士フイルム㈱取締役　執行

役員に就任

平成19年６月 同社　執行役員（現任）

平成20年６月 当社　専務執行役に就任（現

任）

専務執行役
ＱＶ部門長兼

開発部門長
能村　邦宏 昭和21年９月２日生

昭和45年４月 当社入社

(注) －

平成７年６月 取締役に就任

平成11年６月 常務取締役に就任

平成12年６月 取締役兼常務執行役員に就

任

平成14年６月 常務執行役員に就任、開発部

門長

平成15年６月 常務執行役に就任、開発部門

長

平成17年６月 常務執行役　ＱＶ部門長兼開

発部門長

平成20年６月 専務執行役に就任、ＱＶ部門

長兼開発部門長（現任）

常務執行役
富山事業所長

兼生産部門長
水野　淳一 昭和26年４月７日生

昭和49年４月 当社入社

(注) －

平成12年４月 富山工場企画管理部長

平成13年４月 北陸メディカルサービス㈱

代表取締役社長

平成14年６月 取締役兼執行役員に就任、経

営企画部長

平成15年６月 執行役に就任、経営戦略部門

長兼経営企画部長

平成18年６月 常務執行役に就任、経営戦略

部門長兼経営企画部長

平成19年６月 大正富山医薬品㈱監査役

（現任）

平成20年６月 常務執行役　富山事業所長兼

生産部門長（現任）

常務執行役

経営戦略部門

副部門長兼経

営企画部長

尾山　雅之 昭和28年９月16日生

昭和51年４月 当社入社

(注) －

平成14年６月 執行役員に就任

平成18年４月 総務人事部長

平成18年６月 執行役に就任、総務人事部長

平成19年４月 執行役　管理部門長、環境担

当、コンプライアンス担当

平成20年６月 常務執行役に就任、経営戦略

部門副部門長兼経営企画部

長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

常務執行役 事業開発部長 三角　俊二郎 昭和24年８月４日生

昭和55年４月 当社入社

(注) －

平成15年６月 ライセンシング部長

平成18年４月 理事に就任、事業開発部長

平成19年６月 執行役に就任、事業開発部長

平成20年６月 常務執行役に就任、事業開発

部長（現任）

執行役
創薬基盤研究

所長
寺島　信雄 昭和23年１月２日生

昭和48年１月 当社入社

(注) －

平成12年４月 綜合研究所長

平成12年６月 執行役員に就任、綜合研究所

長

平成15年６月 執行役に就任、綜合研究所長

平成17年６月 執行役　創薬基盤研究所長

（現任）

執行役
開発部門副部

門長
田仲　清 昭和24年５月10日生

昭和47年４月 当社入社

(注) －

平成12年６月 執行役員に就任

平成14年７月 執行役員　製品企画部担当部

長兼DFQプロジェクト・

ジェネラルマネージャー

平成15年６月 執行役に就任、事業開発部長

兼DFQプロジェクト・ジェ

ネラルマネージャー

平成18年４月 執行役　開発部門副部門長兼

DFQプロジェクト・ジェネ

ラルマネージャー

平成19年10月 執行役　開発部門副部門長

（現任）

執行役 綜合研究所長 藤堂　洋三 昭和27年11月６日生

昭和52年４月 当社入社

(注) －平成10年４月 綜合研究所第一研究部長

平成17年６月 執行役に就任、綜合研究所長

（現任）

執行役

管理部門長兼

経理部長、環境

担当、コンプラ

イアンス担当

室谷　美晴 昭和30年３月20日生

昭和54年４月 当社入社

(注) －

平成11年４月 生産技術部長

平成15年６月 監査部長

平成18年３月 北陸メディカルサービス㈱

代表取締役社長

平成19年３月 総務人事部付担当部長

平成19年６月 取締役に就任

平成20年６月 執行役に就任、管理部門長兼

経理部長、環境担当、コンプ

ライアンス担当（現任）

執行役

富山工場長兼

富山第二工場

長兼生産管理

部長

福田　博之 昭和30年３月13日生

昭和54年４月 当社入社

(注) －

平成18年４月 富山工場長兼富山第二工場

長兼生産管理部長（現任）

平成18年６月 執行役に就任、富山工場長兼

富山第二工場長兼生産管理

部長（現任）

   計    －

（注）　平成20年６月24日の取締役会の選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結後最初に招集される取締役会の終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループでは、「業務執行における意思決定の迅速化とプロセスの透明化」を図ることを基本的な考えと

し、以下の段階で施策を実施してまいりました。

第１段階（平成12年６月）：執行役員制度の導入及び取締役の人数の減員（17名→９名）

第２段階（平成14年６月）：取締役の人数の減員（９名→６名）及び取締役・執行役員の任期短縮（１年）

第３段階（平成14年10月）：アドバイザリーボードの設置（社外有識者３名と取締役３名）

第４段階（平成15年６月）：委員会等設置会社（現在は委員会設置会社）への移行（社外取締役４名を含む取

締役９名）

当社グループでは環境変化に迅速に対応し成長機会を確実に捉えるため、今後、執行役による意思決定の迅速化

及び透明性を更に高め、取締役会の経営監視機能を強化したいと考えております。又、当社グループが指向するコー

ポレート・ガバナンス体制の実効性を確保するため、ディスクロージャー及びアカウンタビリティーを充実させ市

場による評価を重視してまいります。これらの取り組みにより、株主価値を向上させるためのコーポレート・ガバ

ナンス体制を構築いたします。

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の基本説明

当社は平成15年６月の株主総会決議により委員会等設置会社（現在は委員会設置会社）に移行いたしました。現

在の取締役は９名（うち、社外取締役５名）、執行役は12名（うち、取締役兼任者３名）であります。

経営管理組織は、「経営会議を中心とした戦略構築・業務執行組織」と「取締役及びその中に設置された監査委

員会（４名）、指名委員会（４名）、報酬委員会（３名）を中心とした経営監視組織」より構成されております。

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

１）戦略構築・業務執行組織の機能

戦略構築 －経営企画部が立案し、経営会議が審議・決議

業務執行の意思決定 －経営上重要な案件は経営会議が決議し、その他は各部門コミッティが決議

業務執行の進捗管理 －各部門・部署は方針管理方式による進捗管理

経営会議は通常月２回、代表執行役及び執行役が構成メンバーとなり開催されております。又、各部門のコミッ

ティは通常月１～３回開催されており、構成メンバーは各部門のコミッティの規定に基づいて定められておりま

す。

２）経営監視組織（取締役会）の機能

監査委員会 －取締役及び執行役の職務の執行の監査

指名委員会 －株主総会に提出する取締役の選任・解任に関する議案内容の決定

報酬委員会 －取締役や執行役が受ける個人別の報酬等の内容の決定

通常、取締役会は２ヶ月に１回、監査委員会は月１回開催されております。指名委員会及び報酬委員会は必要に応

じて開催されております。又、３つの組織が経営監視組織を補完・補助しております。

監査部 －監査委員会の補助及び事務局

コンプライアンス委員会 －執行役の業務遂行が法令及び定款に合致するか否かの監視

法務コンプライアンス部 －コンプライアンス委員会の補助及び事務局

３）最近１年間の取り組み状況

平成19年４月から平成20年３月までの12ヶ月間における各機関の開催状況は次のとおりであります。

経営会議 －計25回開催され、欠席者があったのは12回（23名）であり、出席状況は良好でありました。

取締役会 －計９回開催され、欠席者があったのは２回（２名）であり、出席状況は良好でありました。

監査委員会 －計13回開催され、欠席者があったのは１回（１名）であり、出席状況は良好でありました。

報酬委員会 －計３回開催され、欠席者があったのは１回（１名）であり、出席状況は良好でありました。

指名委員会 －計３回開催され、欠席者はありませんでした。

EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

 39/119



EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

 40/119



４）内部統制システムの整備の状況

当社は委員会設置会社として、内部統制システムの整備を既に行っておりますが、平成19年３月16日開催の取締

役会において、既に実施ずみの施策も含め、内部統制システム整備の基本方針（会社法第416条第１項第１号ロ及び

ホ、並びに会社法施行規則第112条において規定されている事項）として、以下のとおり決議いたしました。

・監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

１．監査委員会の職務を補助するため、「監査部」の構成員を当該職務を補助する使用人とする。なお、監査委

員会の職務を補助する取締役については置かないこととする。

２．当該使用人は、監査委員会の事務局の業務を併せて担当させるものとする。

・取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する項目

１．執行役は監査部員が行う監査委員会の職務を補助する使用人としての業務について関与することができ

ない。

２．人事担当執行役が、当該使用人の人事異動・評価等を行う場合は、予め監査委員会に相談し、同意を求める

こととする。

・執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制

１．執行役及び使用人は、監査委員会又は予め監査委員会が指名する監査委員（以下「調査担当委員」とい

う）に対して、以下の事項について報告する。

(１)執行役が報告すべき事項

①業務執行の決議機関である「経営会議」にて決議した事項

②内部統制に係るリスク管理・コンプライアンス・企業情報開示に関する事項等のうち、監査委員会の監

視・検証のために必要な重要事項

③会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、当該事実に関する事項

(２)使用人が報告すべき事項

①執行役及び使用人等が会社の目的とする範囲外の行為、その他法令・定款違反をするおそれがある場

合、及び、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、当該事実に関する事項

(３)監査委員会又は調査担当委員は、その職務を遂行するために必要と判断したときには、上記の定めのない

事項といえども、いつでも執行役又は使用人に報告を求めることができる。

(４)上記報告については、原則として書面又は電磁的記録にて行うものとするが、緊急の場合は口頭によるこ

とができる。

・監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１．執行役は、以下の取組により、監査委員会の監査の実効性を確保するための体制を整備する。

(１)監査委員会が内部統制所管部署、執行役及び会計監査人と緊密な連携を保つため、定期的に円滑な意見交

換を行えるよう配慮する。

(２)監査委員会は、必要に応じて、経営会議、その他の重要な会議に調査担当委員を出席させるとともに、必要

があると認めるときは、意見を表明することができる。

(３)監査委員会又は調査担当委員は、その職務を遂行するために必要と判断したときには、監査委員会におい

て代表執行役等に説明を求めることができる。

・執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１．執行役は、以下の取組により、執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理の体制を整備する。

(１)執行役の職務執行・意思決定に係る情報（稟議・決裁書及び資料等）は、情報セキュリティ基本規定に

基づく情報管理に関する各種規定に則り、文書により体系的に保存するとともに適切に管理する。

(２)監査委員会又は調査担当委員が求めたときは、執行役はいつでも上記の文書を閲覧に供しなければなら

ない。

・損失の危険の管理に関する規定その他の体制

１．執行役は、以下の取組により、損失の危険の管理に関する規定その他の体制を整備する。

(１)各部門の所管業務に付随するリスク管理は、当該部門が行い、コンプライアンス、安全衛生、環境、防災、品

質管理、情報管理、知的財産管理等の部門をまたがっての対応を必要とするリスクについては、関連業務の

所管部署がそれぞれ全社横断的に管理体制を構築・運用する。そのうち重要なものについては、経営会議

において当該リスクの回避・低減などの判断を行う。
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・執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制

１．執行役は、以下の取組により、執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制を整備する。

(１)職務の執行が法令及び定款に適合して行われるために、コンプライアンスポリシーを定めるとともに、コ

ンプライアンスプログラムに従って運用する。

(２)コンプライアンスポリシーに基づく企業行動の徹底を図るための方針を審議決定する最高機関としてコ

ンプライアンス委員会を設置する。コンプライアンスプログラムに基づく業務の推進及び全社的統括管理

は法務コンプライアンス部が主管し、コンプライアンス体制に関する統括責任者としてコンプライアンス

担当執行役を置く。

(３)各部門の所轄業務に付随するコンプライアンス管理は、当該部門が行う。

(４)コンプライアンスに関する事項につき、適時、担当執行役は監査委員会に報告する。

・執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１．執行役は、以下の取組により、職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を整備する。

(１)執行役及び使用人等の責任及び権限を明確にするため、業務分掌等を整備し、定期的に見直しを行う。

(２)中期経営計画遂行のため、方針管理手法に従って各部門において具体的な目標管理の仕組みを運用し、定

期的な進捗管理を行う。

・株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１．執行役は、以下の取組により、企業集団における業務の適正を確保するための体制を整備する。

(１)子会社管理規定を整備し、定期的に見直しを行う。

(２)当社グループ全体としての企業価値向上のため、経営企画部が当社グループを統括的に管理する。

(３)内部統制所管部署及び監査委員会は、適宜、当社グループ全体の業務の妥当性・適正性に対する検証を行

う。

(４)グループ全体を統括したコンプライアンス体制を推進し、その運用状況を監視・検証するとともに、グ

ループ全役職員における順法意識の醸成にも努める。

③内部監査及び監査委員会の状況

当社の監査委員会は、社内取締役１名と社外取締役３名の計４名で構成し、毎月開催いたしました。監査委員会

は、その定めた監査の方針、業務の分担等に従い、会社の内部統制部門と適宜連携の上、重要な会議に出席し、取締

役及び執行役等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、又は聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及

び財産の状況を調査し、必要に応じて子会社からも営業の報告を求めました。又、会計監査人からは、監査計画、並

びに中間期及び年度末での監査実施状況について直接報告及び説明を受け、確認いたしました。

一方、６名からなる「監査部」に内部監査業務を担当させ、その結果を代表執行役及び監査委員会に報告させ

ると共に、監査部員をして監査委員会の職務を補助すべき事務局の業務を併せて担当させております。

④会計監査の状況

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を監査法人トーマツに依頼しており、当該監査について

締結した監査契約書に基づき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業

務に係る補助者の構成については下記のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：　桃崎有治、城戸和弘

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　５名、会計士補　２名

⑤社外取締役との関係

当社の社外取締役５名のうち、１名は当社グループとの利害関係は全くありません。他の４名はそれぞれ法律

顧問事務所の代表者、大株主（主力銀行）の元頭取、大株主（主力銀行）の元副頭取及びその他の関係会社の代

表取締役副社長兼持分法適用関連会社の代表取締役社長でありますが、いずれの取引もそれぞれ定型的な取引で

あり、社外取締役個人が直接利害関係を有するものではありません。
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（２）リスク管理体制の整備の状況

当社は各部署での方針管理により、リスクの回避を図っております。又、コンプライアンスの強化を図るなどの

対策を講じるとともにリスク回避策の継続的見直し・改善を行っております。

更に、コンプライアンスに関する行動基準として、当社の「コンプライアンス・ポリシー」及び「コンプライ

アンス・ガイドライン」に基づく「富山化学コンプライアンス・ガイドライン」を策定、全社員に配布し、コン

プライアンスの徹底・浸透を図っております。又、内部通報制度として社内及び社外にヘルプライン「コルベン

110番」を設置し、相談者・連絡者である社員を保護しながら、通報による社員からの正当な指摘・意見を適正な

情報として把握し、適切な処置を行っております。

（３）役員報酬の内容（提出会社）

（内容及び方針）

１．取締役又は執行役の個人別報酬は、社内外からの必要な人材の確保ができる競争力ある報酬とし、会社業績、

個人業績を反映した報酬体系とする。

２．取締役については、その職務が主に監督機能であることにかんがみ、他社水準を参考とし相当と思われる報

酬を、固定報酬として支給する。なお、業務執行を伴わない社内取締役については、職務内容を勘案し相当と

思われる報酬を、加算して支給する。

３．執行役の報酬は、業績変動報酬制を採用し、固定報酬と変動報酬により構成する。固定報酬は、職位、担当する

職務の内容、当社の状況を勘案して決定する。変動報酬は、個人業績、会社業績を勘案し決定する。

４．執行役を兼務する取締役に対しては、取締役部分の報酬は支給しない。

５．株式報酬型ストックオプションにかえて、取締役、執行役に対して退職慰労金制度を導入する。

６．取締役又は執行役には、業務上必要がある場合には社宅を貸与する。

（支給額等）

平成19年４月１日から平成20年３月31日までの支給額等

 

報酬委員会決議

に基づく報酬等

報酬委員会決議

に基づく株式報酬型

ストック・オプション

計

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

支給額

（百万円）

取締役 6 43 5 3 47

（うち社外取締役） (5) (30) (4) (2) (32)

執行役 12 222 12 48 270

計 18 265 17 51 317

（４）監査報酬の内容

監査法人へは監査契約書に基づき、予め定められた内容により報酬を支払っております。

 
支払額

（百万円）

①公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬 29

②上記①以外の報酬 14

計 44

（５）責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結できる旨を定款に定めております。当該定款に基づき、当社と社外取締役全員は責任限定契約

を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は５百万円又は法令の定める最低責任限度額とのいず

れか高い額となります。
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（６）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

（７）取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

（８）剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

（９）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第108期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

109期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第108期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び第109期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   4,562   10,527  

２．受取手形及び売掛金 ※５  3,724   4,963  

３．有価証券   4,713   27,608  

４．たな卸資産   9,619   7,865  

５．繰延税金資産   0   1  

６．その他   2,581   3,448  

　　　貸倒引当金   △6   △7  

流動資産合計   25,197 40.8  54,408 60.3

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１．建物及び構築物 ※３ 27,902   28,196   

減価償却累計額  19,542 8,359  20,244 7,952  

２．機械装置及び運搬具 ※３ 19,415   19,598   

減価償却累計額  17,778 1,636  18,196 1,401  

３．土地 ※2,3  12,644   12,665  

４．その他  3,015   3,060   

減価償却累計額  2,339 676  2,471 589  

有形固定資産合計   23,317 37.8  22,608 25.0

(2) 無形固定資産   188 0.3  142 0.2

(3) 投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※１  7,597   6,908  

２．繰延税金資産   2   2  

３．その他   5,866   6,294  

　　　貸倒引当金   △104   △107  

　　　投資損失引当金   △362   －  

投資その他の資産合計   12,999 21.1  13,097 14.5

固定資産合計   36,505 59.2  35,848 39.7

資産合計   61,702 100.0  90,256 100.0
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前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※５  3,848   4,362  

２．短期借入金 ※３  －   5,434  

３．一年以内償還予定の社
債

  50   －  

４．未払金   876   1,092  

５．未払消費税等   18   217  

６．未払法人税等   62   140  

７．賞与引当金   247   249  

８．返品調整引当金   1   1  

９．その他 ※３  961   476  

流動負債合計   6,067 9.9  11,973 13.3

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※３  17,066   11,632  

２．繰延税金負債   1,513   946  

３．再評価に係る繰延税金
負債

※２  2,427   2,427  

４．退職給付引当金   7,814   7,399  

５．役員退職慰労引当金   3   5  

６．負ののれん   2   1  

７．長期未払金   2,762   2,253  

８．その他   82   70  

固定負債合計   31,672 51.3  24,736 27.4

負債合計   37,740 61.2  36,709 40.7
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前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   22,400 36.3  37,400 41.4

２．資本剰余金   21,537 34.9  36,534 40.5

３．利益剰余金   △19,593 △31.8  △19,110 △21.2

４．自己株式   △670 △1.0  △1,279 △1.4

株主資本合計   23,673 38.4  53,544 59.3

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  1,947 3.1  1,685 1.9

２．繰延ヘッジ損益   △76 △0.1  △61 △0.1

３．土地再評価差額金 ※２  △1,621 △2.6  △1,621 △1.8

評価・換算差額等合計   249 0.4  2 0.0

Ⅲ　新株予約権   39 0.0  － －

純資産合計   23,962 38.8  53,547 59.3

負債純資産合計   61,702 100.0  90,256 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   16,732 100.0  27,059 100.0

Ⅱ　売上原価   11,353 67.9  14,253 52.7

売上総利益   5,378 32.1  12,805 47.3

返品調整引当金戻入額   2 0.1  0 0.0

差引売上総利益   5,380 32.2  12,806 47.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  301   303   

２．給与手当  1,019   1,001   

３．賞与引当金繰入額  43   47   

４．福利厚生費  224   203   

５．退職給付費用  54   53   

６．退職給付引当金繰入額  148   105   

７．役員退職慰労引当金繰
入額

 2   2   

８．株式報酬費用  39   53   

９．旅費交通費  73   75   

10．減価償却費  102   95   

11．研究開発費 ※ 7,932   8,856   

12．その他  1,236 11,178 66.8 1,059 11,857 43.8

営業利益又は損失（△）   △5,797 △34.6  948 3.5

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  53   88   

２．受取配当金  59   103   

３．持分法による投資利益  －   235   

４．受取保険金  21   －   

５．受取手数料  8   6   

６．受取家賃  34   －   

７．受入助成金  －   250   

８．その他  59 236 1.4 151 836 3.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  407   410   

２．持分法による投資損失  313   －   

３．株式交付費償却  －   138   

４．為替差損  －   238   

５．たな卸資産評価損  －   275   

６．その他  274 995 6.0 196 1,259 4.7

経常利益又は損失（△）   △6,557 △39.2  525 1.9
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前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  9   －   

２．投資損失引当金戻入額  － 9 0.1 362 362 1.3

Ⅶ　特別損失        

１．投資損失引当金繰入額  362   －   

２．業務提携関連費用  －   354   

３．役員退職慰労金  － 362 2.2 33 387 1.4

税金等調整前当期純利
益又は損失（△）

  △6,910 △41.3  500 1.8

法人税、住民税及び事業
税

 12   18   

法人税等調整額  1,842 1,854 11.1 △0 17 0.0

当期純利益又は損失
（△）

  △8,765 △52.4  482 1.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

22,400 21,536 △10,828 △390 32,718

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △8,765  △8,765

自己株式の取得    △297 △297

自己株式の処分  0  17 17

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 0 △8,765 △280 △9,044

平成19年３月31日　残高
（百万円）

22,400 21,537 △19,593 △670 23,673

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,331 － △1,621 710 － 33,428

連結会計年度中の変動額       

当期純損失      △8,765

自己株式の取得      △297

自己株式の処分      17

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△384 △76 － △460 39 △421

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△384 △76 － △460 39 △9,466

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,947 △76 △1,621 249 39 23,962

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

22,400 21,537 △19,593 △670 23,673

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 15,000 15,000   30,000

当期純利益   482  482

自己株式の取得    △645 △645

自己株式の処分  △2  35 32

土地再評価差額金の取崩   0  0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

15,000 14,997 482 △609 29,871

平成20年３月31日　残高
（百万円）

37,400 36,534 △19,110 △1,279 53,544

EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

 51/119



 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,947 △76 △1,621 249 39 23,962

連結会計年度中の変動額       

新株の発行      30,000

当期純利益      482

自己株式の取得      △645

自己株式の処分      32

土地再評価差額金の取崩      0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△262 15 △0 △247 △39 △286

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△262 15 △0 △247 △39 29,584

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,685 △61 △1,621 2 － 53,547
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税金等調整前当期純利益又は損失（△）  △6,910 500

２．減価償却費  1,338 1,532

３．長期前払費用償却額  9 9

４．貸倒引当金の増減額（減少：△）  △10 4

５．投資損失引当金の増減額（減少：△）  362 △362

６．賞与引当金の増減額（減少：△）  0 2

７．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △29 △388

８．役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  △4 2

９．受取利息及び受取配当金  △113 △191

10．支払利息  407 410

11．為替差損  2 231

12．持分法による投資損益（利益：△）  313 △235

13．売上債権の増減額（増加：△）  7,239 △1,239

14．たな卸資産の増減額（増加：△）  △1,364 1,123

15．前払費用の増減額（増加：△）  － △909

16．仕入債務の増減額（減少：△）  504 447

17．長期未払金の増減額（減少：△）  △528 △645

18．その他  △330 250

小計  886 541

19．利息及び配当金の受取額  110 185

20．利息の支払額  △386 △390

21．法人税等の支払額  △17 △25

22．法人税等の還付額  － 9

営業活動によるキャッシュ・フロー  593 320
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前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．有価証券の取得による支出  △2,894 △994

２．有価証券の売却による収入  3,296 1,097

３．有形固定資産の取得による支出  △1,928 △701

４．有形固定資産の売却による収入  0 4

５．投資有価証券の取得による支出  △101 △9

６．投資有価証券の売却による収入  202 100

７．その他  △300 △281

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,725 △784

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．長期借入れによる収入  913 －

２．長期借入金の返済による支出  － △33

３．社債の償還による支出  － △50

４．株式の発行による収入  － 29,862

５．自己株式の取得による支出  △297 △645

６．自己株式の売却による収入  17 25

財務活動によるキャッシュ・フロー  633 29,159

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △2 △231

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △500 28,464

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  8,616 8,116

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 8,116 36,580
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１．連結の範囲に関する事項 (イ) 連結子会社は、富山工営㈱、㈱トミッ

クス、北陸メディカルサービス㈱、太

陽産業㈱及び㈱ホワイトピーアール

の５社であります。

(イ) 　　　　　同左

 (ロ) 非連結子会社は、

TOYAMA USA INC．及び

TOYAMA EUROPE LTD．の２社であ

ります。

上記の２社はいずれも小規模会社で

あり、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため除外しております。

(ロ) 　　　　　同左

２．持分法の適用に関する事

項

(イ) 持分法適用の関連会社は、大正富山医

薬品㈱の１社であります。

(イ) 　　　　　同左

 (ロ) 持分法を適用していない非連結子会

社２社（TOYAMA USA INC．及び

TOYAMA EUROPE LTD．）は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。

(ロ) 　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は１月31日でありま

す。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に重要な取引が生じた場合には、連結上必

要な調整を行っております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

(イ) 有価証券

満期保有目的の債券

………定額法による償却原価法

(イ) 有価証券

満期保有目的の債券

………同左

 その他有価証券

時価のあるもの

………決算末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算出して

おります。）

その他有価証券

時価のあるもの

………同左

 時価のないもの

………移動平均法による原価法

時価のないもの

………同左

 

EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

 55/119



項目
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 (ロ) デリバティブ

………時価法

ただし、特例処理の要件を満

たしている場合には、ヘッジ

手段について時価評価をして

おりません。

(ロ) デリバティブ

………同左

 (ハ) たな卸資産

主として総平均法による原価法に

よっております。

(ハ) たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

(イ) 有形固定資産

………定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物　　３～60年

機械装置及び運搬具２～15年

(イ) 有形固定資産

………定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物　　２～60年

機械装置及び運搬具２～15年
  (会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

これにより売上総利益及び差

引売上総利益はそれぞれ７百

万円減少し、営業利益は26百

万円減少、経常利益、税金等調

整前当期純利益及び当期純利

益は、それぞれ26百万円減少

しております。
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項目
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

  (追加情報)

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

これにより売上総利益及び差

引売上総利益はそれぞれ90百

万円減少し、営業利益は157百

万円減少、経常利益、税金等調

整前当期純利益及び当期純利

益は、それぞれ157百万円減少

しております。

 (ロ) 無形固定資産

………定額法

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。

(ロ) 無形固定資産

………同左

(3) 重要な引当金の計上基準 (イ) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(イ) 貸倒引当金

同左

 (ロ) 投資損失引当金

当社は、投資先の株式に対する投資損

失に備えるため、当該会社の財政状態

を勘案して、必要額を計上しておりま

す。

(ロ) 　　　　──────

 （追加情報）

当社は、当連結会計年度より投資先の

株式に対する投資損失に備える必要

が生じたため、当該会社の財政状態を

勘案して、必要額を投資損失引当金と

して計上しております。これにより、

税金等調整前当期純損失及び当期純

損失はそれぞれ362百万円増加してお

ります。

 

 (ハ) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、支給見込

額に基づき計上しております。

(ハ) 賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 (ニ) 返品調整引当金

連結会計年度末日後の返品損失に備

えて、当連結会計年度末売掛債権額

（債権譲渡額含む）に対し、直近２連

結会計年度における返品率及び当連

結会計年度の売買利益率を乗じた金

額を計上しております。

(ニ) 返品調整引当金

同左

 (ホ) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11年)に

よる定額法により、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しており

ます。

(ホ) 退職給付引当金

同左

 (ヘ) 役員退職慰労引当金

連結子会社は内規に基づく必要額を

計上することとしております。

(ヘ) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換

算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は当連結会計年度の損益として処理

しております。

同左

(5) 重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (イ) ヘッジ会計の方法

………繰延ヘッジ処理

なお、金利スワップの特例処

理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理

を採用しております。

(イ) ヘッジ会計の方法

………同左

 (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

………金利スワップ取引

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

………同左

 ・ヘッジ対象

………キャッシュ・フローが固定さ

れ、その変動が回避されるもの

（変動金利の借入金）

・ヘッジ対象

………同左

 (ハ) ヘッジ方針

内部規定である「ヘッジ実施管理規

定」に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクをヘッジしております。

(ハ) ヘッジ方針

同左
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項目
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 (ニ) ヘッジ有効性の評価方法

内部規定である「ヘッジ実施管理規

定」に基づき、ヘッジ有効性の評価を

行っております。

なお、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省

略しております。

(ニ) ヘッジ有効性の評価方法

同左

(7) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

(イ) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(イ) 消費税等の会計処理

同左

 (ロ) 　　　　────── (ロ) 繰延資産の処理方法

・株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。 同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

負ののれんは、５年間で均等償却しており

ます。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を対象としております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ──────

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は23,999百万

円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

 

 （ストック・オプション等に関する会計基準） ──────

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）

を適用しております。

これにより営業損失、経常損失、税金等調整前当期純損失

及び当期純損失は、それぞれ39百万円増加しております。
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（表示方法の変更）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度より「負ののれん」と

表示しております。

（連結貸借対照表）

「短期借入金」は前連結会計年度まで流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、負債及び純資産の

合計額の100分の１を超えたため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「短期借入金」の金額は

33百万円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「販売促

進費」（当連結会計年度は０百万円）について、平成14年

に設立した大正富山医薬品株式会社に主要な販売業務を

委託した後、当社が主体となる販売業務が減少傾向にあり

今後も継続して販売促進にかかる金額が僅少になること

が明確となったため、販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しております。

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「デリバ

ティブ利益」（当連結会計年度は18百万円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示しております。

「受取家賃」は前連結会計年度まで営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「受取家賃」の金額は33

百万円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取家

賃」（当連結会計年度は35百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示しております。

「為替差損」及び「たな卸資産評価損」は前連結会計

年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ましたが、営業外費用の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「為替差損」の金額は10

百万円、「たな卸資産評価損」の金額は46百万円でありま

す。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「長期未払金の

増減額」は、前連結会計年度において「その他」に含めて

表示しておりましたが、当連結会計年度で重要性が増した

ため、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「長期未払金の増減額」

の金額は△479百万円であります。

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「定期預

金の預入による支出」（当連結会計年度は△120百万円）

及び「定期預金の引出による収入」（当連結会計年度は

120百万円）は、金額に重要性がなくなったため、当連結会

計年度より投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「前払費用の増

減額」は、前連結会計年度において「その他」に含めて表

示しておりましたが、当連結会計年度で重要性が増したた

め、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「前払費用の増減額」の

金額は△337百万円であります。
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（追加情報）

前連結会計年度
　　自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
　　自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 （研究開発費） ──────

従来、当社は研究開発活動と製造活動に係る一部の管理

共通費用を製造原価に含めて処理しておりましたが、研究

開発型企業として研究開発活動重視の施策による影響が

増してきたことに伴い、当連結会計年度より、研究開発に

要した費用を正確に把握することで、経営成績をより適切

に表すため、研究開発活動に係る当該管理共通費用を研究

開発費として販売費及び一般管理費に含めて計上するこ

とといたしました。

この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上原価が306百万円減少し、販売費及び一般管理費は

530百万円増加いたしました。この結果、売上総利益、差引

売上総利益はそれぞれ306百万円増加、営業損失は223百万

円増加、経常損失、税金等調整前当期純損失及び当期純損

失はそれぞれ221百万円増加いたしました。

 

──────  （ストック・オプション）

 当社は、平成20年４月25日開催の報酬委員会及び取締役

会において、取締役及び執行役に対する株式報酬型ストッ

ク・オプション制度の廃止と役員退職慰労金制度の導入

により、平成20年６月24日をもって権利放棄される発行済

新株予約権と引き換えに役員退職慰労金を退任時におい

て支払うことを決議いたしました。

これに伴い、当連結会計年度末の新株予約権残高86百万

円を長期未払金に振替えております。又、加えて、上記新株

予約権以外に当連結会計年度末に残存している旧商法に

基づき発行した新株予約権の数に発行時の公正価額を乗

じた金額33百万円を役員退職慰労金として特別損失及び

長期未払金に計上しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 1,349百万円 投資有価証券（株式） 1,584百万円

※２．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

評価差額について土地再評価差額金を純資産の部に

計上しております。

※２．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

評価差額について土地再評価差額金を純資産の部に

計上しております。

再評価の方法 再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第２号に定める基準

地の標準価格、第３号に定める土地課税台帳及び第

４号に定める地価税法に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第２号に定める基準

地の標準価格、第３号に定める土地課税台帳及び第

４号に定める地価税法に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の当連結

会計年度末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額

△3,614百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の当連結

会計年度末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額

△2,796百万円

※３．担保提供資産の状況は、次のとおりであります。 ※３．担保提供資産の状況は、次のとおりであります。

（提供資産）   

建物及び構築物 745百万円

機械装置及び運搬具 86百万円

土地 5,479百万円

計 6,311百万円

上記のうち工場財団設定分   

建物及び構築物 128百万円

機械装置及び運搬具 86百万円

土地 1,434百万円

計 1,648百万円

（上記提供資産に対する債務）   

流動負債のその他（短期借

入金）
33百万円

長期借入金 8,666百万円

計 8,700百万円

（提供資産）   

建物及び構築物 5,819百万円

機械装置及び運搬具 69百万円

土地 9,503百万円

計 15,392百万円

上記のうち工場財団設定分   

建物及び構築物 116百万円

機械装置及び運搬具 68百万円

土地 1,434百万円

計 1,619百万円

（上記提供資産に対する債務）   

短期借入金 5,134百万円

長期借入金 8,532百万円

計 13,666百万円

　４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行８行とコミットメントライン契約（期間３年）を

締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　４．　　　　　　　　　同左

コミットメントの総額 3,800百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,800百万円
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前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

※５．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

※５．　　　　　　　──────

受取手形 33百万円

支払手形 70百万円

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

※　研究開発費は「研究開発等に係る会計基準」に基づい

て、新製品又は新技術の研究及び開発に要した全ての費

用を複合して表示しております。

※　　　　　　　　　　 同左

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 197,160 － － 197,160

合計 197,160 － － 197,160

自己株式     

普通株式 847 336 31 1,152

合計 847 336 31 1,152

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加336千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の処分によるもの23千株及びストック・オプションの行

使によるもの８千株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
当連結会計年度末残高

（百万円）

提出会社（親会社） ストック・オプションとしての新株予約権 39

合計 － 39

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　（注）１． 197,160 43,925 － 241,085

合計 197,160 43,925 － 241,085

自己株式     

普通株式　（注）２．３． 1,152 758 59 1,851
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前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

合計 1,152 758 59 1,851

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加43,925千株は、第三者割当増資の実施により発行された株式であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加758千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の処分によるもの34千株及びストック・オプションの行

使によるもの25千株であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,562百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△60百万円

ＭＭＦ及びＣＰ等（有価証券） 3,613百万円

現金及び現金同等物 8,116百万円

現金及び預金勘定 10,527百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△560百万円

ＭＭＦ及びＣＰ等（有価証券） 26,613百万円

現金及び現金同等物 36,580百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) 借手側 (1) 借手側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

 

有形固定
資産のそ
の他
（百万円）

 

無形固定
資産のそ
の他
（百万円）

 
合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,884  299  23  6,208

減価償却累

計額相当額
4,213  119  20  4,353

期末残高

相当額
1,671  180  3  1,855

 

機械装置
及び運搬
具

(百万円)

 

有形固定
資産のそ
の他

(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額

相当額
2,813  358  3,172

減価償却累

計額相当額
1,345  176  1,521

期末残高

相当額
1,468  181  1,650

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 661百万円

１年超 1,311百万円

合計 1,972百万円

１年以内 404百万円

１年超 1,292百万円

合計 1,696百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 922百万円

減価償却費相当額 802百万円

支払利息相当額 80百万円

支払リース料 739百万円

減価償却費相当額 645百万円

支払利息相当額 48百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法につきましては、リー

ス期間を耐用年数とし残存価額を零（残価保証の取

り決めのあるものについては当該残価保証額）とす

る定額法によっており、利息相当額の算定方法につき

ましてはリース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。

同左

（減損損失について） （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。

同左
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前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

(2) 貸手側 (2) 貸手側

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 
機械装置及び運搬具
（百万円）

取得価額 843

減価償却累計額 675

期末残高 168

 
機械装置及び運搬具
（百万円）

取得価額 283

減価償却累計額 240

期末残高 43

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 143百万円

１年超 47百万円

合計 191百万円

１年以内 37百万円

１年超 14百万円

合計 51百万円

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 209百万円

減価償却費 166百万円

受取利息相当額 30百万円

受取リース料 152百万円

減価償却費 124百万円

受取利息相当額 11百万円

④　利息相当額の算定方法 ④　利息相当額の算定方法

　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物

件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。

同左

（減損損失について） （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。

同左
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を

超えるもの
      

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

時価が連結貸借対照表計上額を

超えないもの
      

国債・地方債等 － － － － － －

社債 100 99 △0 995 995 △0

その他 － － － － － －

小計 100 99 △0 995 995 △0

合計 100 99 △0 995 995 △0

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
      

株式 1,763 5,052 3,288 2,329 4,791 2,461

その他 100 100 0 － － －

小計 1,864 5,152 3,288 2,329 4,791 2,461

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
      

株式 － － － － － －

その他 399 380 △18 399 377 △22

小計 399 380 △18 399 377 △22

合計 2,264 5,533 3,269 2,729 5,169 2,439

（注）　有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、連結会計年度末における時価が取得

原価に比べ50％以上下落した場合に減損処理を行っております。

又、連結会計年度末における時価の下落率が取得原価の概ね30％～50％未満であるときは、その銘柄について

回復可能性を検討し、回復可能性がないと判断した場合は減損処理を行っております。

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

2 2 － 100 0 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容
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内容
前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 2,499 8,492

譲渡性預金 － 17,000

(2) その他有価証券   

非上場株式 714 154

マネーマネジメントファンド 2,114 1,120

(3) 子会社及び関連会社株式 1,349 1,584

合計 6,677 28,352

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

区分

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

満期保有目的の債券         

国債・地方債等 － － － － － － － －

社債 100 － － － 995 － － －

その他 2,499 － － － 25,492 － － －

小計 2,599 － － － 26,488 － － －

その他有価証券         

社債 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

小計 － － － － － － － －

合計 2,599 － － － 26,488 － － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

①　取引の内容

当社が利用しているデリバティブ取引は、金利関連

で金利スワップ取引を行っております。

①　取引の内容

同左

②　取引に対する取組方針及び利用目的

当社は、金利関連のデリバティブ取引として、将来

の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取

引を利用しております。

②　取引に対する取組方針及び利用目的

同左

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

…繰延ヘッジ処理

なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例処理を採用してお

ります。

…同左

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引 ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…キャッシュ・フローが固定され、その変

動が回避されるもの（変動金利の借入

金）

ヘッジ対象…同左

ヘッジ方針

内部規定である「ヘッジ実施管理規定」に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変動リスクをヘッジしており

ます。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性の評価方法

内部規定である「ヘッジ実施管理規定」に基づき、

ヘッジの有効性の評価を行っております。

なお、特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

ヘッジ有効性の評価方法

同左

③　取引に係るリスクの内容

当社が利用しているデリバティブ取引は、市場金利

の変動によるリスクを有しております。

なお、当社の契約先は、いずれも信用度の高い取引

金融機関であるため、相手先の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。

③　取引に係るリスクの内容

同左

④　取引に係るリスク管理体制

当社は経営会議の承認を受けた取引内容、限度額に

基づいて、経営企画部により実行、管理しております。

更に当社担当役員は、経営会議において、デリバティ

ブ取引を含んだ財務報告を行っております。

当社はこれらの内部牽制により、投機目的のデリバ

ティブ取引の可能性を排除するとともに、総合的なリ

スク管理を行っております。

④　取引に係るリスク管理体制

同左

⑤　その他

「取引の時価等に関する事項」における想定元本

は、この金額自体が、デリバティブ取引に係る市場リ

スク料を示すものではありません。

⑤　その他

同左

２．取引の時価等に関する事項

金利関連
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区分 取引の種類

前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

契約額等
（百万円）

契約額等の
内１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
内１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取
引以外
の取引

金利スワップ取引         

支払固定・受取変

動
1,000 1,000 △31 18 1,000 － △9 21

合計 1,000 1,000 △31 18 1,000 － △9 21

前連結会計年度 当連結会計年度

　（注）１．ヘッジ会計を適用しているものについては、開

示の対象から除いております。

（注）１．　　　　　　同左

２．時価の算定は、契約を締結している金融機関か

ら提示された金額によっております。

２．　　　　　　同左

３．契約額等は、あくまでも計算上の想定元本であ

り、この金額自体が、デリバティブ取引に係る

市場リスク料を示すものではありません。

３．　　　　　　同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

　当社は退職金支給規則に基づく退職一時金制度、確定

拠出金制度及び厚生年金基金制度を採用しております。

　又、連結子会社は退職一時金制度を採用しており、うち

３社は中小企業退職金共済制度に加入しております。

同左

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △8,172百万円

年金資産（注）２． 71百万円

未積立退職給付債務 △8,100百万円

未認識数理計算上の差異 285百万円

退職給付引当金 △7,814百万円

退職給付債務 △7,705百万円

年金資産（注）２． 71百万円

未積立退職給付債務 △7,634百万円

未認識数理計算上の差異 235百万円

退職給付引当金 △7,399百万円

（注）１．連結子会社は退職給付債務の算定に当たり、簡

便法を採用しております。

（注）１．　　　　　　 同左

２．中小企業退職金共済制度における期末資産残

高であります。

２．　　　　　　 同左

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

勤務費用（注） 327百万円

利息費用 180百万円

数理計算上の差異の費用処理額 45百万円

小計 552百万円

厚生年金基金拠出額 193百万円

確定拠出年金拠出額 102百万円

退職給付費用 848百万円

勤務費用（注） 320百万円

利息費用 173百万円

数理計算上の差異の費用処理額 43百万円

小計 538百万円

厚生年金基金拠出額 200百万円

確定拠出年金拠出額 104百万円

退職給付費用 842百万円

（注）「勤務費用」は、簡便法を採用している連結子会社

の退職給付費用を含め、出向者に係る出向先負担額を

控除しております。

（注）　　　　　　　　　同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

＜当社＞ ＜当社＞

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.2％

数理計算上の差異の処理年数 　11年

同左

＜連結子会社＞ ＜連結子会社＞

　連結子会社は小規模会社であるため簡便法を採用して

おり、退職一時金制度の退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法により算出しており

ます。

同左
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前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

５．厚生年金基金 ５．厚生年金基金

　当社は東京薬業厚生年金基金に加入しておりますが、

当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針33項の

例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高

のうち当社の掛金拠出割合に基づく期末の年金資産残

高は6,434百万円であります。

　なお、年金資産残高には持分法適用関連会社である大

正富山医薬品㈱への出向者分を含んでおります。

　当社は東京薬業厚生年金基金に加入しております。

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31

日現在）

年金資産の額 461,860百万円

年金財政計算上の給付債務の額 469,729百万円

差引額 △7,869百万円
 (2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（平

成20年３月31日現在）
 1.39％

 (3) 基金年金資産額と基金給付債務額との差異の主な要

因

未償却過去勤務債務残高600億21百万円及び当年度

不足額37億59百万円から別途積立金559億11百万円を

控除した額が差異の主な要因であります。

なお、未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収

入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担

掛金率15.5％、償却残余期間は平成19年３月31日現在

で11年10ヶ月であります。

 （追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19

年５月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の「株式報酬費用」　　　39百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
富山化学工業株式会社
第１回新株予約権

富山化学工業株式会社
第２回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び執行役　16名 当社取締役及び執行役　17名

株式の種類別のストック・オプション

の数（注）１．
普通株式　114,000株　（注）２． 普通株式　67,500株　（注）３．

付与日 平成17年６月25日 平成18年８月15日

権利確定条件 付されておりません。 付されておりません。

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間
自　平成17年６月25日

至　平成47年６月24日

自　平成18年８月15日

至　平成48年８月14日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調

整し、調整により１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。なお、係る調整は新株予約権の

うち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又，上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が資本の減少、合併、又は会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じ、株式の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行う

ものとする。

３．ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調

整し、調整により１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。なお、係る調整は新株予約権の

うち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行

うものとする。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
富山化学工業株式会社
第１回新株予約権

富山化学工業株式会社
第２回新株予約権

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 114,000 －

権利確定 － 67,500

権利行使 8,000 －

失効 － －

未行使残 106,000 67,500

②　単価情報

 
富山化学工業株式会社
第１回新株予約権

富山化学工業株式会社
第２回新株予約権

権利行使価格　　　　　　（円） 1 1

行使時平均株価　　　　　（円） 907 －

公正な評価単価（付与日）（円） － 804

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された富山化学工業株式会社第２回新株予約権についての公正な評価単価

の見積方法は以下のとおりであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及び見積方法

 
富山化学工業株式会社

第２回新株予約権

株価流動性　（注）１． 41.145％

予想残存期間　（注）２． 15年

予想配当　（注）３． ０円／株

無リスク利子率　（注）４． 2.1255％

（注）１．15年間（平成３年８月から平成18年８月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて行使されるものと推定して見積っております。

３．過去の配当実績を参考に算定しております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名
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販売費及び一般管理費の「株式報酬費用」　　　53百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
富山化学工業株式会社
第１回新株予約権

富山化学工業株式会社
第２回新株予約権

富山化学工業株式会社
第３回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び執行役

16名

当社取締役及び執行役

17名

当社取締役及び執行役

17名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１．

普通株式　114,000株　（注）

２．

普通株式　67,500株　（注）

３．

普通株式　69,900株　（注）

４．

付与日 平成17年６月25日 平成18年８月15日 平成19年８月14日

権利確定条件 付されておりません。 付されておりません。 付されておりません。

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間
自　平成17年６月25日

至　平成47年６月24日

自　平成18年８月15日

至　平成48年８月14日

自　平成19年８月14日

至　平成49年８月13日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調

整し、調整により１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。なお、係る調整は新株予約権の

うち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又，上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が資本の減少、合併、又は会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じ、株式の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行う

ものとする。

３．ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調

整し、調整により１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。なお、係る調整は新株予約権の

うち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行

うものとする。

４．ただし、当社が普通株式につき株式の分割（株式無償割当ても含む。以下、株式の分割の記載につき同

じ。）又は併合を行う場合、新株予約権の目的である株式の数は、次の算式により調整する。なお、係る調

整は新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ

行われる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

又、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行

うものとする。

EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

 75/119



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
富山化学工業株式会社
第１回新株予約権

富山化学工業株式会社
第２回新株予約権

富山化学工業株式会社
第３回新株予約権

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 106,000 67,500 －

権利確定 － － 69,900

権利行使 16,000 9,000 －

失効 － － －

未行使残　　（注） 90,000 58,500 69,900

（注）　当該未行使残はそれぞれ、平成20年６月24日をもって権利放棄され、引き換えに役員退職慰労金を退任時において

支払う予定であります。詳細については「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（追加情報）の（ス

トック・オプション）」に記載しております。

②　単価情報

 
富山化学工業株式会社
第１回新株予約権

富山化学工業株式会社
第２回新株予約権

富山化学工業株式会社
第３回新株予約権

権利行使価格　　　　　　（円） 1 1 1

行使時平均株価　　　　　（円） 892 892 －

公正な評価単価（付与日）（円） － 804 770

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された富山化学工業株式会社第３回新株予約権についての公正な評価単価

の見積方法は以下のとおりであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及び見積方法

 
富山化学工業株式会社

第３回新株予約権

株価流動性　（注）１． 40.886％

予想残存期間　（注）２． 15年

予想配当　（注）３． ０円／株

無リスク利子率　（注）４． 1.9933％

（注）１．15年間（平成４年８月から平成19年８月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて行使されるものと推定して見積っております。

３．過去の配当実績を参考に算定しております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動の部   

繰延税金資産（流動）   

たな卸資産評価損 279百万円

税務上の貯蔵品類 140百万円

賞与引当金 100百万円

未払事業税 21百万円

その他 65百万円

繰延税金資産小計 605百万円

評価性引当額 △605百万円

繰延税金資産合計 0百万円

繰延税金負債（流動）   

貸倒引当金 △0百万円

繰延税金資産の純額 0百万円

(1) 流動の部   

繰延税金資産（流動）   

たな卸資産評価損 234百万円

税務上の貯蔵品類 204百万円

賞与引当金 113百万円

未払事業税 50百万円

その他 54百万円

繰延税金資産小計 656百万円

評価性引当額 △655百万円

繰延税金資産合計 1百万円

繰延税金負債（流動）   

貸倒引当金 △0百万円

繰延税金資産の純額 1百万円

(2) 固定の部   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 4,005百万円

繰越欠損金 5,309百万円

投資有価証券評価損 378百万円

未払役員退職慰労金 258百万円

投資損失引当金 146百万円

ゴルフ会員権等評価損 81百万円

その他 127百万円

繰延税金資産小計 10,308百万円

評価性引当額 △10,305百万円

繰延税金資産合計 2百万円

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △1,322百万円

固定資産圧縮積立金 △191百万円

繰延税金負債合計 △1,513百万円

繰延税金負債の純額 △1,511百万円

(2) 固定の部   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 3,609百万円

繰越欠損金 5,710百万円

投資有価証券評価損 380百万円

未払役員退職慰労金 274百万円

ゴルフ会員権等評価損 82百万円

その他 108百万円

繰延税金資産小計 10,165百万円

評価性引当額 △10,163百万円

繰延税金資産合計 2百万円

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △754百万円

固定資産圧縮積立金 △191百万円

繰延税金負債合計 △946百万円

繰延税金負債の純額 △943百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.2％

住民税均等割等 0.2％

評価性引当額の増加 63.9％

持分法による投資損失 1.8％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.8％

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
3.1％

住民税均等割等 2.0％

評価性引当額の減少 △21.1％

持分法による投資利益 △19.0％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.6％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当社及び連結子会社の事業区分については、製造から販売までの一連の企業活動における密接な関係のある

分野につきましては、同一の事業区分として取り扱った上で、医療用医薬品を中心とする「医薬品事業」及び

「その他事業」に分類した結果、全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計及び資産の金額の合計額に占

める「医薬品事業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の開示を省略し

ております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

当社及び連結子会社の事業区分については、製造から販売までの一連の企業活動における密接な関係のある

分野につきましては、同一の事業区分として取り扱った上で、医療用医薬品を中心とする「医薬品事業」及び

「その他事業」に分類した結果、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額の合計額に占

める「医薬品事業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の開示を省略し

ております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店はありませんので、所在地別セグメント情報は記載し

ておりません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店はありませんので、所在地別セグメント情報は記載し

ておりません。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 北米 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） － 550 550

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 16,732

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
－ 3.3 3.3

　（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

（１）北米：アメリカ

（２）アジア他：韓国、中国

３．海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,351 402 3,754

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 27,059

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
12.4 1.5 13.9

　（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

（１）欧州：スイス

（２）アジア他：韓国、中国

３．海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の

関係会社

大正製薬

㈱

東京都豊

島区
29,804

一般用及び

医療用医薬

品、医薬部

外品、食品

等の製造販

売

(被所有)
直接

22.22％

役員

１名

資本提携

及び医療

用医薬品

事業に関

する業務

提携

製品の販売及び

製造受託
130

受取手形

及び売掛

金

38

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針など

当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

２．役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員

柳田野村

法律事務

所

東京都

千代田

区

－ 弁護士 なし － － 顧問弁護士契約 8 未払金 0

　（注）１．取引金額には、消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．当社役員の柳田幸男が代表者となっております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針など

顧問弁護士費用については、顧問契約に基づき、社会通念上妥当な額を支払っております。

３．子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
大正富山

医薬品㈱

東京都

豊島区
2,000

医療用医薬

品の販売及

びプロモー

ション

(所有)
直接

45.00％

役員

３名

当社の医

療用医薬

品の販売

及びプロ

モーショ

ン

当社製品の販

売
11,120

受取手形

及び売掛

金

2,852

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針など

当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

４．兄弟会社等

　該当する関連当事者はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の

関係会社

大正製薬

㈱

東京都豊

島区
29,804

一般用及び

医療用医薬

品、医薬部

外品、食品

等の製造販

売

(被所有)
直接

24.39％

役員

１名

資本提携

及び医療

用医薬品

事業に関

する業務

提携

製品の販売及び

製造受託
2,196

受取手形

及び売掛

金

876

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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２．取引条件及び取引条件の決定方針など

当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

２．役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員

柳田野村

法律事務

所

東京都

千代田

区

－ 弁護士 なし － － 顧問弁護士契約 32 未払金 －

　（注）１．取引金額には、消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．当社役員の柳田幸男が代表者となっております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針など

顧問弁護士費用については、顧問契約に基づき、社会通念上妥当な額を支払っております。

３．子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
大正富山

医薬品㈱

東京都

豊島区
2,000

医療用医薬

品の販売及

びプロモー

ション

(所有)
直接

45.00％

役員

３名

当社の医

療用医薬

品の販売

及びプロ

モーショ

ン

当社製品の販

売
10,829

受取手形

及び売掛

金

1,697

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針など

当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

４．兄弟会社等

　該当する関連当事者はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１株当たり純資産額 122.25円

１株当たり当期純損失金額 △44.68円

１株当たり純資産額 223.83円

１株当たり当期純利益金額 2.41円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
2.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、ストック・オプション制度導入による新株予約権を

発行しておりますが、１株当たり当期純損失が計上されて

いるため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１株当たり当期純利益金額又は損失金額   

当期純利益又は損失（△）（百万円） △8,765 482

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は損失

（△）（百万円）
△8,765 482

期中平均株式数（千株） 196,165 200,623
   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 198

（うち新株予約権） (－) (198)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権方式のストック・オプ

ション

定時株主総会決議日

平成17年６月24日
新株予約権 106千株

──────

経営会議決議日

平成18年７月31日
新株予約権 67千株
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．当社は、平成17年２月28日付コミット型シンジケートローン契約（金額：50億円、期間：平成17年４月４日

～平成22年４月５日、利率：1.3975％）に対し、富山事業所（富山市）の土地及び建物に抵当権を設定し、担保

提供する内容の契約を平成19年５月31日付で締結いたしました。担保提供資産の種類及び簿価（平成19年３月

31日現在）は以下のとおりであります。

　建物 5,557百万円

　土地 4,024百万円

　計 9,581百万円

２．当社は、新規抗リウマチ薬「Ｔ－5224」の世界的な研究、開発及び販売に関するライセンス契約を、F.

Hoffmann-La Roche Ltd.（スイス）及びHoffmann-La Roche Inc.（アメリカ）（以下あわせて「ロシュ社」とい

う）と平成19年６月25日に締結いたしました。

当契約の概要は次のとおりであります。

（１）相手会社の名称

社　名　：　F.Hoffmann-La Roche Ltd.（スイス）

Hoffmann-La Roche Inc.（アメリカ）

※　Hoffmann-La Roche Inc.はF.Hoffmann-La Roche Ltd.の100％子会社です。

（２）会社の概要

社　名　：　F.Hoffmann-La Roche Ltd.

代表者　：　Dr.Franz B.Humer（会長兼最高経営責任者）

従業員　：　約75,000名

売上高　：　420億スイスフラン（2006年）

本　社　：　Grenzacherstrasse 124 CH-4070　Basel Switzerland

（３）契約の内容

①　当社は、日本を除く全世界における研究、開発及び販売の独占的権利をロシュ社に供与する。

②　当社は、日本における研究、開発及び販売の独占的権利を有する。

③　当社は、契約時、開発及び販売の各段階において一時金を受領する。なお、各段階における契約条件の達

成度合いに応じて上記一時金は大きく変動するが、最高総額は３億7,000万米ドルとなる。

④　当社は、売上高に応じた実施料を受領する。

（４）締結の時期

平成19年６月25日（日本時間）

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

太陽産業㈱ 第１回無担保社債
平成14年

６月25日

50

(50)

－

(－)
1.13 無担保社債

平成19年

６月25日

（注）（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 33 5,434 2.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 17,066 11,632 1.9
平成22年４月５日～

平成25年２月28日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 17,100 17,066 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金のうち、科学技術振興機構からの借入金（当連結会計年度末残高2,500百万円）は無利息でありま

す。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

434 8,434 134 130

４．科学技術振興機構からの借入金については、返済時期が開発成功認定日以降であり未定であるので、返済期

限及び返済予定額から除いております。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

平成19年３月31日
当事業年度

平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   3,896   9,796  

２．受取手形 ※６  207   108  

３．売掛金 ※３  3,137   4,477  

４．有価証券   4,713   27,608  

５．商品   174   193  

６．製品   3,584   2,084  

７．半製品   3,353   3,155  

８．原材料   1,224   904  

９．仕掛品   854   1,406  

10．貯蔵品   16   14  

11．前払費用   1,690   2,601  

12．その他   891   850  

    　貸倒引当金   △3   △5  

流動資産合計   23,741 38.9  53,196 59.4

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１．建物 ※２ 25,061   25,358   

減価償却累計額  17,510 7,550  18,094 7,264  

２．構築物 ※２ 2,875   2,876   

減価償却累計額  2,042 833  2,165 711  

３．機械及び装置 ※２ 19,254   19,450   

減価償却累計額  17,637 1,616  18,064 1,386  

４．車両及びその他の陸
上運搬具

 50   49   

減価償却累計額  46 4  46 3  

５．工具器具及び備品  2,962   3,006   

減価償却累計額  2,302 659  2,429 576  

６．土地 ※1,2  12,644   12,665  

有形固定資産合計   23,308 38.2  22,608 25.2
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前事業年度

平成19年３月31日
当事業年度

平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(2) 無形固定資産        

１．ソフトウェア   182   136  

２．施設利用権   0   0  

３．電話加入権   3   3  

無形固定資産合計   186 0.3  140 0.2

(3) 投資その他の資産        

１．投資有価証券   6,248   5,323  

２．関係会社株式   2,077   2,077  

３．出資金   189   185  

４．従業員長期貸付金   2   0  

５．関係会社長期貸付金   247   229  

６．長期前払費用   1,767   2,032  

７．敷金   30   22  

８．保険積立資産   551   546  

９．長期性預金   2,900   2,400  

10．その他   417   1,099  

    　貸倒引当金   △246   △256  

    　投資損失引当金   △362   －  

投資その他の資産合計   13,822 22.6  13,661 15.2

固定資産合計   37,317 61.1  36,410 40.6

資産合計   61,058 100.0  89,606 100.0
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前事業年度

平成19年３月31日
当事業年度

平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※６  2,281   1,624  

２．買掛金   1,110   2,115  

３．一年以内返済予定の長
期借入金

※２  －   5,434  

４．未払金   956   1,162  

５．未払費用   160   177  

６．未払法人税等   61   133  

７．前受収益   0   0  

８．賞与引当金   231   236  

９．返品調整引当金   1   1  

10．その他 ※２  205   342  

流動負債合計   5,010 8.2  11,227 12.5

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  17,066   11,632  

２．繰延税金負債   1,513   946  

３．再評価に係る繰延税金
負債

※１  2,427   2,427  

４．退職給付引当金   7,814   7,399  

５．長期未払金   2,762   2,253  

６．その他   89   77  

固定負債合計   31,674 51.9  24,736 27.6

負債合計   36,684 60.1  35,964 40.1
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前事業年度

平成19年３月31日
当事業年度

平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   22,400 36.7  37,400 41.7

２．資本剰余金        

(1) 資本準備金  21,533   36,534   

(2) その他資本剰余金  3   0   

資本剰余金合計   21,537 35.3  36,534 40.8

３．利益剰余金        

(1) 利益準備金  1,957   1,957   

(2) その他利益剰余金        

固定資産圧縮積立金  282   282   

別途積立金  1,411   1,411   

繰越利益剰余金  △22,832   △22,666   

利益剰余金合計   △19,181 △31.4  △19,015 △21.2

４．自己株式   △670 △1.1  △1,279 △1.4

株主資本合計   24,085 39.5  53,639 59.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  1,947 3.2  1,685 1.9

２．繰延ヘッジ損益   △76 △0.1  △61 △0.1

３．土地再評価差額金 ※１  △1,621 △2.7  △1,621 △1.8

評価・換算差額等合計   249 0.4  2 0.0

Ⅲ　新株予約権   39 0.0  － －

純資産合計   24,374 39.9  53,641 59.9

負債純資産合計   61,058 100.0  89,606 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※３       

１．製商品売上高  12,681   14,412   

２．技術料売上高  2,054 14,735 100.0 9,425 23,838 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品製品たな卸高  2,785   3,758   

２．当期製品製造原価  9,898   10,701   

３．当期商品仕入高  636   770   

４．特許実施料  316   262   

合計  13,637   15,493   

５．他勘定振替高 ※１ 213   1,844   

６．期末商品製品たな卸高  3,758 9,665 65.6 2,277 11,371 47.7

売上総利益   5,070 34.4  12,466 52.3

返品調整引当金戻入額   2 0.0  0 0.0

差引売上総利益   5,072 34.4  12,467 52.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．貸倒引当金繰入額  －   2   

２．役員報酬  265   269   

３．給与手当  809   789   

４．賞与引当金繰入額  39   35   

５．福利厚生費  195   174   

６．退職給付費用  53   51   

７．退職給付引当金繰入額  148   105   

８．株式報酬費用  39   53   

９．旅費交通費  66   69   

10．減価償却費  97   91   

11．研究開発費 ※２ 7,985   8,916   

12．その他  1,232 10,934 74.2 1,067 11,627 48.8

営業利益又は損失（△）   △5,862 △39.8  839 3.5
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前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  23   46   

２．有価証券利息  35   46   

３．受取配当金  59   103   

４．受取保険金  21   －   

５．受取手数料  8   6   

６．受取家賃  47   －   

７．受入助成金  －   250   

８．その他  56 251 1.7 168 621 2.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  406   411   

２．株式交付費償却  －   138   

３．為替差損  －   238   

４．たな卸資産評価損  －   275   

５．その他  273 680 4.6 197 1,261 5.3

経常利益又は損失
（△）

  △6,291 △42.7  200 0.8

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  8   －   

２．投資損失引当金戻入額  － 8 0.1 362 362 1.5

Ⅶ　特別損失        

１．投資損失引当金繰入額  362   －   

２．業務提携関連費用  －   354   

３．役員退職慰労金  － 362 2.5 33 387 1.6

税引前当期純利益又は
損失（△）

  △6,644 △45.1  175 0.7

法人税、住民税及び事業
税

 9   10   

法人税等調整額  1,840 1,849 12.5 △0 9 0.0

当期純利益又は損失
（△）

  △8,494 △57.6  165 0.7
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製造原価明細書

  
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費  2,976 27.0 2,884 26.5

Ⅱ　労務費  2,072 18.8 2,159 19.9

Ⅲ　経費 ※１ 5,971 54.2 5,827 53.6

当期総製造費用  11,020 100.0 10,870 100.0

期首仕掛品半製品たな卸
高

 3,921  4,208  

合計  14,942  15,078  

他勘定振替高 ※２ 836  △184  

期末仕掛品半製品たな卸
高

 4,208  4,561  

当期製品製造原価  9,898  10,701  

（脚注）

前事業年度 当事業年度

※１．経費のうち主なものは、次のとおりであります。 ※１．経費のうち主なものは、次のとおりであります。

減価償却費 552百万円

外注加工費 3,169百万円

減価償却費 772百万円

外注加工費 3,189百万円

※２．他勘定振替高のうち主なものは、研究開発費への払

出であります。

※２．他勘定振替高のうち主なものは、研究開発費への払

出と製品の再投入であります。

３．原価計算の方法は、主に工程別総合原価計算（標準

原価計算）であります。

なお、期末に原価差額を調整しております。

３．　　　　　　　　　同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

22,400 21,533 2 21,536 1,957 282 1,411 △14,337 △10,686 △390 32,859

事業年度中の変動額            

当期純損失        △8,494 △8,494  △8,494

自己株式の取得          △297 △297

自己株式の処分   0 0      17 17

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 0 0 － － － △8,494 △8,494 △280 △8,774

平成19年３月31日　残高
（百万円）

22,400 21,533 3 21,537 1,957 282 1,411 △22,832 △19,181 △670 24,085

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,331 － △1,621 710 － 33,570

事業年度中の変動額       

当期純損失      △8,494

自己株式の取得      △297

自己株式の処分      17

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△384 △76 － △460 39 △421

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△384 △76 － △460 39 △9,195

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,947 △76 △1,621 249 39 24,374

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

22,400 21,533 3 21,537 1,957 282 1,411 △22,832 △19,181 △670 24,085

事業年度中の変動額            

新株の発行 15,000 15,000  15,000       30,000

当期純利益        165 165  165

自己株式の取得          △645 △645

自己株式の処分   △2 △2      35 32

土地再評価差額金の取崩        0 0  0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

           

EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

 92/119



 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

事業年度中の変動額合計
（百万円）

15,000 15,000 △2 14,997 － － － 165 165 △609 29,554

平成20年３月31日　残高
（百万円）

37,400 36,534 0 36,534 1,957 282 1,411 △22,666 △19,015 △1,279 53,639

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,947 △76 △1,621 249 39 24,374

事業年度中の変動額       

新株の発行      30,000

当期純利益      165

自己株式の取得      △645

自己株式の処分      32

土地再評価差額金の取崩      0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△262 15 △0 △247 △39 △286

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△262 15 △0 △247 △39 29,267

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,685 △61 △1,621 2 － 53,641
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重要な会計方針

項目
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(イ) 満期保有目的債券

………定額法による償却原価法

(イ) 満期保有目的債券

………同左

 (ロ) 子会社株式及び関連会社株式

………移動平均法による原価法

(ロ) 子会社株式及び関連会社株式

………同左

 (ハ) その他有価証券

時価のあるもの

………期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算出しております。）

(ハ) その他有価証券

時価のあるもの

………同左

 時価のないもの

………移動平均法による原価法

時価のないもの

………同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

………時価法

ただし、特例処理の要件を

満たしている場合には、

ヘッジ手段について時価評

価をしておりません。

デリバティブ

………同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(イ) 製品・商品

半製品・仕掛品

原材料

……総平均法によ

る原価法

(イ) 製品・商品

半製品・仕掛品

原材料

……同左

 (ロ) 貯蔵品………最終仕入原価法 (ロ) 貯蔵品………同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(イ) 有形固定資産

………定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　２～15年

(イ) 有形固定資産

………定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　２～50年

機械及び装置　　　２～15年
  (会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当期

より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更し

ております。

これにより売上総利益及び差

引売上総利益はそれぞれ７百

万円減少し、営業利益は26百

万円減少、経常利益、税引前当

期純利益及び当期純利益は、

それぞれ26百万円減少してお

ります。
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項目
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

  (追加情報)

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した期の翌期よ

り、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しておりま

す。

これにより売上総利益及び差

引売上総利益はそれぞれ90百

万円減少し、営業利益は157百

万円減少、経常利益、税引前当

期純利益及び当期純利益は、

それぞれ157百万円減少して

おります。

 (ロ) 無形固定資産

………定額法

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。

(ロ) 無形固定資産

………同左

 (ハ) 長期前払費用

………均等償却

(ハ) 長期前払費用

………同左

５．繰延資産の処理方法 ────── 株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は当期

の損益として処理しております。

同左

７．引当金の計上基準 (イ) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(イ) 貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 (ロ) 投資損失引当金

投資先の株式に対する投資損失に備

えるため、当該会社の財政状態を勘案

して、必要額を計上しております。

(ロ) 　　　　──────

 （追加情報）

当期より投資先の株式に対する投資

損失に備える必要が生じたため、当該

会社の財政状態を勘案して、必要額を

投資損失引当金として計上しており

ます。これにより、税引前当期純損失

及び当期純損失はそれぞれ362百万円

増加しております。

 

 (ハ) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、支給見込

額に基づき計上しております。

(ハ) 賞与引当金

同左

 (ニ) 返品調整引当金

期末日後の返品損失に備えて、期末売

掛債権額（債権譲渡額含む）に対し、

直近２期における返品率及び当期の

売買利益率を乗じた金額を計上して

おります。

(ニ) 返品調整引当金

同左

 (ホ) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。なお、数理

計算上の差異は、各期の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法により、そ

れぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

(ホ) 退職給付引当金

同左

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

９．ヘッジ会計の方法 (イ) ヘッジ会計の方法

………繰延ヘッジ処理

なお、金利スワップの特例処理

の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理を

採用しております。

(イ) ヘッジ会計の方法

………同左

 (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

………金利スワップ取引

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

………同左

 ・ヘッジ対象

………キャッシュ・フローが固定さ

れ、その変動が回避されるもの

（変動金利の借入金）

・ヘッジ対象

………同左
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項目
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 (ハ) ヘッジ方針

内部規定である「ヘッジ実施管理規

定」に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクをヘッジしております。

(ハ) ヘッジ方針

同左

 (ニ) ヘッジ有効性の評価方法

内部規定である「ヘッジ実施管理規

定」に基づき、ヘッジ有効性の評価を

行っております。

なお、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省

略しております。

(ニ) ヘッジ有効性の評価方法

同左

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ──────

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は24,411百万

円であります。

なお、当期における貸借対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

 

 （ストック・オプション等に関する会計基準） ──────

当期より、「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適用し

ております。

これにより営業損失、経常損失、税引前当期純損失及び当

期純損失は、それぞれ39百万円増加しております。
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（表示方法の変更）

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

────── （貸借対照表）

「一年以内返済予定の長期借入金」は前期まで流動負

債の「その他」に含めて表示しておりましたが、負債及び

純資産の合計額の100分の１を超えたため区分掲記してお

ります。

なお、前期における「一年以内返済予定の長期借入金」

の金額は33百万円であります。

（損益計算書）

前期まで区分掲記しておりました「販売促進費」（当

期０百万円）について、平成14年に設立した大正富山医薬

品株式会社に主要な販売業務を委託した後、当社が主体と

なる販売業務が減少傾向にあり今後も継続して販売促進

にかかる金額が僅少になることが明確となったため、販売

費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりま

す。

前期まで区分掲記しておりました「たな卸資産評価

損」（当期46百万円）は、営業外費用の総額の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示

しております。

（損益計算書）

前期まで区分掲記しておりました「受取家賃」（当期

53百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となっ

たため、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。

「為替差損」及び「たな卸資産評価損」は前期まで営

業外費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、営

業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記してお

ります。

なお、前期における「為替差損」の金額は10百万円、

「たな卸資産評価損」の金額は46百万円であります。
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（追加情報）

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 （研究開発費） ──────

従来、研究開発活動と製造活動に係る一部の管理共通費

用を製造原価に含めて処理しておりましたが、研究開発型

企業として研究開発活動重視の施策による影響が増して

きたことに伴い、当期より、研究開発に要した費用を正確

に把握することで、経営成績をより適切に表すため、研究

開発活動に係る当該管理共通費用を研究開発費として販

売費及び一般管理費に含めて計上することといたしまし

た。

この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上原価が306百万円減少し、販売費及び一般管理費は

530百万円増加いたしました。この結果、売上総利益、差引

売上総利益はそれぞれ306百万円増加、営業損失は223百万

円増加、経常損失、税引前当期純損失及び当期純損失はそ

れぞれ221百万円増加いたしました。

 

──────  （ストック・オプション）

 平成20年４月25日開催の報酬委員会及び取締役会にお

いて、取締役及び執行役に対する株式報酬型ストック・オ

プション制度の廃止と役員退職慰労金制度の導入により、

平成20年６月24日をもって権利放棄される発行済新株予

約権と引き換えに役員退職慰労金を退任時において支払

うことを決議いたしました。

これに伴い、当期末の新株予約権残高86百万円を長期未

払金に振替えております。又、加えて、上記新株予約権以外

に当期末に残存している旧商法に基づき発行した新株予

約権の数に発行時の公正価額を乗じた金額33百万円を役

員退職慰労金として特別損失及び長期未払金に計上して

おります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
平成19年３月31日

当事業年度
平成20年３月31日

※１．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日

公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を

行い、評価差額について土地再評価差額金を純資産

の部に計上しております。

※１．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日

公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を

行い、評価差額について土地再評価差額金を純資産

の部に計上しております。

再評価の方法 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第２号に定める

基準地の標準価格、第３号に定める土地課税台帳

及び第４号に定める地価税法に基づいて、合理的

な調整を行って算出しております。

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第２号に定める

基準地の標準価格、第３号に定める土地課税台帳

及び第４号に定める地価税法に基づいて、合理的

な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

△3,614百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

△2,796百万円

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は、次のと

おりであります。

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は、次のと

おりであります。

（提供資産） （提供資産）

建物 733百万円

構築物 12百万円

機械及び装置 86百万円

土地 5,479百万円

計 6,311百万円

建物 5,808百万円

構築物 10百万円

機械及び装置 69百万円

土地 9,503百万円

計 15,392百万円

上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分

建物 117百万円

構築物 11百万円

機械及び装置 86百万円

土地 1,434百万円

計 1,648百万円

建物 106百万円

構築物 9百万円

機械及び装置 68百万円

土地 1,434百万円

計 1,619百万円

（上記提供資産に対する債務） （上記提供資産に対する債務）

流動負債のその他

（一年以内返済予

定の長期借入金）

33百万円

長期借入金 8,666百万円

計 8,700百万円

一年以内返済予定

の長期借入金
5,134百万円

長期借入金 8,532百万円

計 13,666百万円

※３．関係会社項目 ※３．関係会社項目

関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか次のものがあります。

関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか次のものがあります。

売掛金  2,892百万円 売掛金  2,574百万円
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前事業年度
平成19年３月31日

当事業年度
平成20年３月31日

　４．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と

コミットメントライン契約（期間３年）を締結して

おります。これら契約に基づく当期末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

　４．　　　　　　　　　同左

コミットメントの総額 3,800百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,800百万円

 

　５．配当制限 　５．配当制限

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当すること

が制限されております。

同左

※６．期末日満期手形の会計処理については、当期の末日

が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。期末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。

※６．　　　　　　　──────

受取手形 33百万円

支払手形 70百万円

 

（損益計算書関係）

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

販売促進費 0百万円

たな卸資産評価損 46百万円

不良品の廃棄他 166百万円

計 213百万円

製造工程への再投入 937百万円

たな卸資産評価損 132百万円

共同開発研究のためのたな卸

資産譲渡高他
774百万円

計 1,844百万円

※２．研究開発費は、「研究開発費等に係る会計基準」に

基づいて、新製品又は新技術の研究及び開発に要し

た全ての下記の費用を複合して表示しております。

※２．研究開発費は、「研究開発費等に係る会計基準」に

基づいて、新製品又は新技術の研究及び開発に要し

た全ての下記の費用を複合して表示しております。

原材料費 1,808百万円

労務費 3,602百万円

経費 2,575百万円

（うち減価償却費） （417百万円）

計 7,985百万円

原材料費 2,130百万円

労務費 3,840百万円

経費 2,945百万円

（うち減価償却費） （638百万円）

計 8,916百万円

※３．関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。

※３．関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。

売上高 11,277百万円 売上高 13,045百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 847 336 31 1,152

合計 847 336 31 1,152

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加336千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の処分によるもの23千株及びストック・オプションの行

使によるもの８千株であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 1,152 758 59 1,851

合計 1,152 758 59 1,851

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加758千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の処分によるもの34千株及びストック・オプションの行

使によるもの25千株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

 機械及び
装置

(百万円)

 車両及び
その他の
陸上運搬具

(百万円)

 工具器具
及び備品

(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額
相当額

 4,973 22 320 5,316

減価償却
累計額
相当額

 
3,569
 

12
 

114
 

3,696

期末残高相
当額

 1,404 9 206 1,619

 

 機械及び
装置

(百万円)

 車両及び
その他の
陸上運搬具

(百万円)

 工具器具
及び備品

(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額
相当額

 2,477 22 338 2,838

減価償却
累計額
相当額

 
1,101
 

17
 

182
 

1,301

期末残高相
当額

 1,376 5 156 1,537

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 457百万円

１年超 1,258百万円

合計 1,715百万円

１年以内 356百万円

１年超 1,229百万円

合計 1,586百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 713百万円

減価償却費相当額 629百万円

支払利息相当額 55百万円

支払リース料 537百万円

減価償却費相当額 470百万円

支払利息相当額 46百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法につきましては、リース

期間を耐用年数とし残存価額を零（残価保証の取り決

めのあるものについては当該残価保証額）とする定額

法によっており、利息相当額の算定方法につきましては

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

同左

（減損損失について） （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
平成19年３月31日

当事業年度
平成20年３月31日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動の部   

繰延税金資産（流動）   

たな卸資産評価損 279百万円

税務上の貯蔵品類 140百万円

賞与引当金 93百万円

未払事業税 21百万円

その他 64百万円

繰延税金資産小計 598百万円

評価性引当額 △598百万円

繰延税金資産合計 －百万円

(1) 流動の部   

繰延税金資産（流動）   

たな卸資産評価損 234百万円

税務上の貯蔵品類 204百万円

賞与引当金 108百万円

未払事業税 50百万円

その他 52百万円

繰延税金資産小計 650百万円

評価性引当額 △650百万円

繰延税金資産合計 －百万円

(2) 固定の部   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 4,005百万円

繰越欠損金 5,097百万円

投資有価証券評価損 378百万円

未払役員退職慰労金 258百万円

投資損失引当金 146百万円

ゴルフ会員権評価損 78百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 59百万円

その他 121百万円

繰延税金資産小計 10,146百万円

評価性引当額 △10,146百万円

繰延税金資産合計 －百万円

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △1,322百万円

固定資産圧縮積立金 △191百万円

繰延税金負債合計 △1,513百万円

繰延税金負債の純額 △1,513百万円

(2) 固定の部   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 3,609百万円

繰越欠損金 5,516百万円

投資有価証券評価損 380百万円

未払役員退職慰労金 272百万円

ゴルフ会員権評価損 78百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 63百万円

その他 103百万円

繰延税金資産小計 10,024百万円

評価性引当額 △10,024百万円

繰延税金資産合計 －百万円

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △754百万円

固定資産圧縮積立金 △191百万円

繰延税金負債合計 △946百万円

繰延税金負債の純額 △946百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.2％

住民税均等割等 0.1％

評価性引当額の増加 66.9％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.8％

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
8.7％

住民税均等割等 5.1％

評価性引当額の減少 △48.1％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.6％
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（１株当たり情報）

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１株当たり純資産額 124.35円

１株当たり当期純損失金額 △43.30円

１株当たり純資産額 224.22円

１株当たり当期純利益金額 0.82円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
0.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、ストック・オプション制度導入による新株予約権を

発行しておりますが、１株当たり当期純損失が計上されて

いるため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前事業年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１株当たり当期純利益金額又は損失金額   

当期純利益又は損失（△）（百万円） △8,494 165

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は損失

（△）（百万円）
△8,494 165

期中平均株式数（千株） 196,165 200,623
   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 198

（うち新株予約権） (－) (198)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権方式のストック・オプ

ション

定時株主総会決議日

平成17年６月24日
新株予約権 106千株

──────

経営会議決議日

平成18年７月31日
新株予約権 67千株
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．平成17年２月28日付コミット型シンジケートローン契約（金額：50億円、期間：平成17年４月４日～平成22

年４月５日、利率：1.3975％）に対し、富山事業所（富山市）の土地及び建物に抵当権を設定し、担保提供する

内容の契約を平成19年５月31日付で締結いたしました。担保提供資産の種類及び簿価（平成19年３月31日現

在）は以下のとおりであります。

　建物 5,557百万円

　土地 4,024百万円

　計 9,581百万円

２．当社は、新規抗リウマチ薬「Ｔ－5224」の世界的な研究、開発及び販売に関するライセンス契約を、F.

Hoffmann-La Roche Ltd.（スイス）及びHoffmann-La Roche Inc.（アメリカ）（以下あわせて「ロシュ社」とい

う）と平成19年６月25日に締結いたしました。

当契約の概要は次のとおりであります。

（１）相手会社の名称

社　名　：　F.Hoffmann-La Roche Ltd.（スイス）

Hoffmann-La Roche Inc.（アメリカ）

※　Hoffmann-La Roche Inc.はF.Hoffmann-La Roche Ltd.の100％子会社です。

（２）会社の概要

社　名　：　F.Hoffmann-La Roche Ltd.

代表者　：　Dr.Franz B.Humer（会長兼最高経営責任者）

従業員　：　約75,000名

売上高　：　420億スイスフラン（2006年）

本　社　：　Grenzacherstrasse 124 CH-4070　Basel Switzerland

（３）契約の内容

①　当社は、日本を除く全世界における研究、開発及び販売の独占的権利をロシュ社に供与する。

②　当社は、日本における研究、開発及び販売の独占的権利を有する。

③　当社は、契約時、開発及び販売の各段階において一時金を受領する。なお、各段階における契約条件の達

成度合いに応じて上記一時金は大きく変動するが、最高総額は３億7,000万米ドルとなる。

④　当社は、売上高に応じた実施料を受領する。

（４）締結の時期

平成19年６月25日（日本時間）

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 4,676,312 1,402

㈱ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング 8,292 1,053

アルフレッサホールディングス㈱ 54,514 426

㈱スズケン 101,632 416

㈱三井住友フィナンシャルグループ 579.86 380

旭化成㈱ 500,499 260

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 119,150 215

兼松㈱ 1,507,172 198

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 171,720 147

東邦薬品㈱ 47,125 119

その他株式42銘柄 1,430,611.92 324

その他有価証券計 8,617,607.78 4,946

投資有価証券計 8,617,607.78 4,946

計 8,617,607.78 4,946

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

（有価証券）   

（満期保有目的の債券）   

大和証券ＳＭＢＣ㈱　コマーシャルペーパー 1,000 999

㈱日本ビジネスリース　コマーシャルペーパー 1,000 999

三菱ＵＦＪニコス㈱　コマーシャルペーパー 1,000 999

住友不動産㈱　コマーシャルペーパー 1,000 999

三菱ＵＦＪリース㈱　コマーシャルペーパー 1,000 999

芙蓉総合リース㈱　コマーシャルペーパー 1,000 998

㈱オーエムシーカード　コマーシャルペーパー 1,000 998

㈱オリエントコーポレーション　コマーシャル

ペーパー
500 499

フォレストコーポレーション　コマーシャルペー

パー
500 499

㈱ジャックス　コマーシャルペーパー 500 499

Alliance&Leicester plc ユーロ円建て変動利付債 1,000 995

満期保有目的の債券計 9,500 9,488
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銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券計 9,500 9,488

計 9,500 9,488

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

（有価証券）   

（満期保有目的の債券）   

㈱三井住友銀行　譲渡性預金 － 8,000

㈱北陸銀行　譲渡性預金 － 5,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　譲渡性預金 － 3,000

中央三井信託銀行㈱　譲渡性預金 － 1,000

満期保有目的の債券計 － 17,000

（その他有価証券）   

国際マネーマネジメントファンド 1,120,828,361 1,120

大和マネーマネジメントファンド 64,180 0

その他有価証券計 1,120,892,541 1,120

有価証券計 1,120,892,541 18,120

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

ファルコンＡ 481,488,460 377

その他有価証券計 481,488,460 377

投資有価証券計 481,488,460 377

計 1,602,381,001 18,498

EDINET提出書類

富山化学工業株式会社(E00938)

有価証券報告書

108/119



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 25,061 312 15 25,358 18,094 597 7,264

構築物 2,875 1 － 2,876 2,165 122 711

機械及び装置 19,254 219 23 19,450 18,064 448 1,386

車両及びその他の陸上運

搬具
50 0 1 49 46 1 3

工具器具及び備品 2,962 220 176 3,006 2,429 296 576

土地 12,644 26 4 12,665 － － 12,665

建設仮勘定 － 124 124 － － － －

有形固定資産計 62,849 905 345 63,408 40,800 1,466 22,608

無形固定資産        

ソフトウェア 312 15 25 302 166 61 136

施設利用権 5 － 4 0 0 0 0

電話加入権 3 － － 3 － － 3

無形固定資産計 321 15 30 307 166 61 140

長期前払費用 1,833 277 76 2,033 1 4 2,032

　（注）１．建物等の当期増加額の主なものは、研究棟及び製造工場の改修工事費用であります。

２．当期償却額は、次の項目に分類表示されております。

内容
製造原価
（百万円）

販売費及び一
般管理費
（百万円）

営業外費用
（百万円）

計
（百万円）

減価償却費 772 91 － 864

研究開発費 － 639 － 639

その他 0 3 24 27

計 772 734 24 1,531

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 250 262 － 250 262

賞与引当金 231 236 231 － 236

返品調整引当金 1 1 － 1 1

投資損失引当金 362 － － 362 －

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率の洗替による減少額であります。

２．返品調整引当金の当期減少額（その他）は、当期末の売上債権（債権譲渡額含む）を基礎として計算したこ

とによる洗替額であります。

３．投資損失引当金の当期減少額（その他）は、投資先の損失に備える必要性が解消したことによる戻入であり

ます。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ) 現金及び預金

種類 金額（百万円） 種類 金額（百万円）

現金 0 通知預金 2,370

当座預金 81 自由金利型定期預金 6,230

普通・別段預金 295 預金計 9,796

外貨預金 818 計 9,796

(ロ) 受取手形

Ⅰ　相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

日本ファインケミカル㈱ 74 その他 0

昭和薬品化工㈱ 32 計 108

Ⅱ　期日別内訳

期日別 受取手形（百万円）

平成20年４月満期 5

５月 〃 46

６月 〃 43

７月 〃 13

計 108

(ハ) 売掛金

Ⅰ　相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

大正富山医薬品㈱ 1,697 ＭＰテクノファーマ㈱ 42

ロシュ社 1,502 その他 255

大正製薬㈱ 876   

北興化学工業㈱ 102 計 4,477

Ⅱ　発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

3,137 24,981 23,641 4,477 84.1 55.8

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

(ニ) たな卸資産
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科目 金額（百万円） 内訳

商品 193 主として医薬品

製品 2,084 〃

半製品 3,155 〃

原材料 904 〃

仕掛品 1,406 〃

貯蔵品 14 工場消耗品他

計 7,758 －

②　流動負債

(イ) 支払手形

Ⅰ　相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

ダイト㈱ 353 共栄製薬㈱ 111

大鵬薬品工業㈱ 253 その他 566

日本ファインケミカル㈱ 180   

大成建設㈱ 159 計 1,624

Ⅱ　期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月満期 723

５月 〃 349

６月 〃 344

７月 〃 141

８月 〃 38

９月 〃 26

計 1,624

(ロ) 買掛金

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

ニプロ㈱ 962 田辺三菱製薬㈱ 129

住友化学㈱ 246 その他 415

味の素㈱ 199   

大鵬薬品工業㈱ 161 計 2,115

(ハ) 一年以内返済予定の長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱北陸銀行 3,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,000

日本政策投資銀行 134
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借入先 金額（百万円）

㈱富山銀行 100

㈱富山第一銀行 100

㈱あおぞら銀行 100

計 5,434

③　固定負債

(イ) 長期借入金

借入先 金額（百万円）

シンジケートローン 5,000

㈱三井住友銀行 3,000

科学技術振興機構 2,500

日本政策投資銀行 532

㈱富山銀行 200

㈱富山第一銀行 200

㈱あおぞら銀行 200

計 11,632

　（注）　シンジケートローンは、㈱三井住友銀行を含む取引銀行４行からの協調融資によるものであります。

(ロ) 退職給付引当金

内容 金額（百万円）

退職給付債務 7,634

未認識数理計算上の差異 △235

計 7,399

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100株未満の株数表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所
東京都杉並区和泉二丁目８番４号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

同取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき　300円（併合・満欄を除く）

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録 １件につき 8,600円

２．喪失登録株券 １枚につき 500円

単元未満株式の買取り・売渡し  

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所
東京都杉並区和泉二丁目８番４号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

同取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.toyama-chemical.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡しを請求する権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、富士フイルムホールディングス株式会社であり

ます。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第108期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書

（第109期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月14日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

平成20年２月13日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

平成20年２月28日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の

異動）に基づく臨時報告書であります。

(5) 臨時報告書

平成20年３月26日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異

動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月26日

富山化学工業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桃崎　有治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中井　新太郎　　印

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富山化学

工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富山化

学工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年２月28日付コミット型シンジケートローン契約に対し、平成19

年５月31日付で富山事業所の土地及び建物に抵当権を設定し、担保提供する内容の契約を締結した。

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年６月25日に新規抗リウマチ薬「Ｔ－5224」の世界的な研究、開

発及び販売権をF.Hoffmann-La Roche Ltd.及びその100％子会社であるHoffmann-La Roche Inc.に供与する契約を締結した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月24日

富山化学工業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桃崎　有治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 城戸　和弘　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る富山化学工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富山化

学工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月26日

富山化学工業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桃崎　有治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中井　新太郎　　印

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富山化学

工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第108期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富山化学工

業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年２月28日付コミット型シンジケートローン契約に対し、平成19

年５月31日付で富山事業所の土地及び建物に抵当権を設定し、担保提供する内容の契約を締結した。

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年６月25日に新規抗リウマチ薬「Ｔ－5224」の世界的な研究、開

発及び販売権をF.Hoffmann-La Roche Ltd.及びその100％子会社であるHoffmann-La Roche Inc.に供与する契約を締結した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月24日

富山化学工業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桃崎　有治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 城戸　和弘　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る富山化学工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富山化学工

業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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